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当日プログラム
日時　：　2015年11月25日（水）
会場　：　大手町フィナンシャルシティ
　　　　　カンファレンスセンター

13：30 開会挨拶  日本政策金融公庫総裁　　　細川　興一 　

第 1部　研究報告

13：40
～
14：50

創業企業はどのような課題に直面するのか
～開業前の課題　　乗り越えるべき阻害要因～

 日本政策金融公庫総合研究所主席研究員　　　村上　義昭 　

～開業後の課題①　新規開業企業の販路開拓～

 日本政策金融公庫総合研究所主任研究員　　　井上　考二 　

～開業後の課題②　業績によって異なる課題～

 日本政策金融公庫総合研究所研究員　　　　　藤田　一郎 　

総　　括

 東洋大学経済学部教授　　　　　　　　　　　安田　武彦 氏

第 2部　パネルディスカッション

15：00
～
16：30

直面した課題をいかに克服したのか
～創業企業事例集『起こす！ 50』掲載企業に学ぶ～
パネリスト 一般社団法人すまいる 代表理事  伊藤　智佳子　氏

一般社団法人 SAVE TAKATA 代表理事 佐々木　信秋　氏
株式会社ブリブサー 代表取締役 澁川　浩史　氏

コーディネーター 日本政策金融公庫総合研究所主席研究員  村上　義昭　　

16：30
『起こす！ 50』“地域を起こす創業企業”紹介

 日本政策金融公庫特別参与　　　横山　典弘 　

16：35 閉会挨拶  日本政策金融公庫副総裁　　　　皆川　博美 　
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本日は大変お忙しい中、多くの皆様方にご来場い

ただきまして、まことにありがとうございます。

第 7回日本公庫シンポジウムの開催に当たりまし

て、ひと言ご挨拶申し上げます。

このシンポジウムは、私ども日本政策金融公庫の

お客様であります中小企業の方々が直面する今日的

な課題をテーマとして取り上げ、毎年開催している

もので、今回で 7回目となります。昨年は「中小企

業の人材確保と育成」をテーマに取り上げました

が、今年は「地域の活力を生みだす創業企業」と題

しまして、東洋大学の安田先生や、このたび当公庫

が発行しました創業企業事例集『起こす！ 50』に

ご登場いただいた経営者の方々をお招きし、本日開

催の運びとなりました。

創業企業は、雇用の創出や新たな事業の担い手と

して、地域の活力を生み出しています。ところが、

昨今の我が国では、開業率が廃業率を下回り、企業

数が減少する状況が続いております。こうした背景

から、開業を希望する方が円滑に開業し、開業後に

直面するさまざまな課題を克服していくことによ

り、多くの企業が生まれ、成長することが期待され

ています。

私ども日本政策金融公庫でも、創業者への支援に

重点的に取り組んでおり、今年度上期の創業融資の

実績は 1万3,225企業、958億円で、過去10年で最高

となった平成26年度と同水準となっております。

本日は総合研究所の調査・研究の成果とともに、

実際に開業し、業績を上げてこられた経営者の方々

の現場でのご体験を踏まえながら、開業にかかる課

題とその克服について、深く掘り下げた議論ができ

ればと考えております。

なお、私どもの総合研究所に対しましては、日頃

から中小企業専門の研究機関として、中小企業研究

で常に高い水準を追求するよう指示しております。

そのためには、日ごろの研究成果を積極的に発信

し、外部の方々から評価していただくことが何より

も重要です。このシンポジウムはその絶好の機会で

あると位置付けております。

ご参加いただきました皆様方から忌憚のないご意

見、ご評価をいただき、総合研究所が目標とする水準

に一歩でも近づくよう、また、本日のシンポジウム

がご来場の皆様方にとりましても価値のある内容の

ものとなりますことを願いまして、私の開会の挨拶

とさせていただきます。

開 会 挨 拶

日本政策金融公庫総裁　細川 興一
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研究報告

「創業企業はどのような課題に直面するのか」
　　～開業前の課題　乗り越えるべき阻害要因～

日本政策金融公庫総合研究所 主席研究員　村上 義昭

創業を分析する 3種類の調査
総合研究所の村上です。第 1部の研究報告では、

「創業企業はどのような課題に直面するのか」とい

うテーマで、 3つの調査結果をご紹介します。

私ども日本公庫総研では、新規開業に関して 3種

類の調査を行っています（スライド 2）。

1つ目は「新規開業実態調査」です。前年度にご

融資した企業のうち、融資時点で創業前、あるいは

創業後 1年以内の企業を対象に調査を行っていま

す。1991年度以降、毎年実施しており、今年度がちょ

うど25年目になります。

2つ目は「新規開業パネル調査」です。2011年に

創業した企業を、同年12月以降、毎年12月時点で調

査を行い、追跡する調査です。この調査は追跡調査

のため、例えば存続廃業状況や業績、雇用などの変

化を追跡することができます。現在は2011年創業企

業の追跡を行っていますが、過去には2001年に創業

した企業、2006年に創業した企業をそれぞれ 5年間

追跡した調査結果があります。

この 2つの調査は、私どものお取引先を対象とし

た調査ですが、そのため開業前後に融資を受けた人

だけを調査対象とすることから、まだ開業していな

い人や、開業したときに融資を受けなかった人が調

査対象に入っていません。

この点を補うために、2013年度から「起業と起業

意識に関する調査」を行っています。調査方法は、

インターネット調査会社のモニターに対して、開業

前後に融資を受けなかった人を含めた起業家の実

態、あるいは、まだ開業していない人などの意識を

調査しています。

このように、 3種類の調査を行っているのは、そ

れぞれの特性に応じた項目を調査することや調査結

果などを互いに補完することを狙いとしているから

です。

本日の研究報告では、それぞれの調査の特性に応

じた調査結果をご報告いたします（スライド 3）。

開業前の課題については「起業と起業意識に関する

調査」を利用します。開業後の課題①については

「新規開業実態調査」、開業後の課題②については

「新規開業パネル調査」をもとにそれぞれご報告し

ます。

起業家、起業予備軍、起業無関心層の類型化
では、開業前の課題について「起業と起業意識に

関する調査」をもとに説明いたします。

この調査は、全国の18歳以上69歳以下の方々に対

し、インターネットを通じて調査を行ったもので、

「スクリーニング調査」「詳細調査」の 2段階に分か

れています（スライド 4）。

「スクリーニング調査」では、約 4万人のサンプ

ルを集め、創業に関する意識について調べました。

この調査では、性別、年齢階層、地域ブロックが、

実際の人口分布に近似する形で、日本全国の18歳か

ら69歳の縮図となるように 4万人のサンプルを集め
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ています。

4つの質問によって回答者を類型化しています

（スライド 5）。

まず第 1の質問は、「事業経験の有無」です。こ

れまでに事業を経営した経験があるかの質問で、現

在、事業を経営している人に対して、第 2の質問で

それは自分で開業した事業かどうかを尋ね、さらに

自分が開業した事業である人に対しては、第 3の質

問で開業したのはいつかを尋ねて、2009年以降に開

業された人を「起業家」として類型化しています。

同様に、事業経営の経験がない人に対しては、第

4の質問で起業への関心の有無を尋ね、関心ありと

答えた人を「起業予備軍」、以前も今も起業に関心

なしと答えた人を「起業無関心層」として類型化し

ています。

この結果、起業家（ 5年程度の間に開業した人）

は全体の1.4％、起業予備軍は15.7％、企業無関心層

は58.9％という分布になりました。

ちなみに、今回のシンポジウムには、公庫のホー

ムページを通じて申し込まれた方がいらっしゃいま

す。お申し込みいただく際に、創業予定の有無をお

尋ねしています。回答者209人のうち、予定ありが

30％、予定なしが50％、不明が20％という分布です。

起業を阻害する要因
調査結果に話を戻します。「起業予備軍」に注目

し、起業に関心はあるけれどまだ起業していない人

がなぜ起業していないのか、その理由をみていきた

いと思います。

まず、スクリーニング調査から属性をご紹介いた

します（スライド 6）。

上のグラフは「起業家」「起業予備軍」「起業無関

心層」と並んでいますが、真ん中が「起業予備軍」

です。 3つの類型の性別構成比ですが、「起業予備

軍」は男性の割合が約 6割です。これは、「起業無

関心層」の約 4割、「起業家」の約 8割のちょうど

中間という結果です。

次に、年齢です。真ん中の「起業予備軍」をみて

みると、若い人が多い結果になっています。

続いて職業です（スライド 7）。「起業家」は、起

業する直前の職業を尋ねています。「起業予備軍」

をみると、管理職以外の正社員、あるいは学生が相

対的に多くなっています。

その下のグラフは年収です。「起業家」は開業直

前の年収です。「起業予備軍」は「起業家」より年

収が少ない結果になっています。主に年齢層の差を

反映しています。

では、「起業予備軍」の人たちは、なぜまだ起業

していないのか。いわば、起業の阻害要因をみてい

きましょう（スライド 8）。複数回答です。上位 3

項目をみてみると、 1番多いのが「自己資金が不足

している」、 2番目が「失敗したときのリスクが大

きい」、 3番目が「財務・税務・法務に関する知識

が不足している」です。

これを性別と年齢階層別にみたのが、こちらの表

です（スライド 9）。それぞれの上位 3項目には網

かけをしています。男性、女性いずれも 1番多いの

が「自己資金が不足している」、 2番目が「失敗し

たときのリスクが大きい」となっています。

10歳刻みの年齢別にみると、29歳以下から50歳代

までは、 1番多いのが「自己資金が不足している」

です。そして40歳代までは、 2番目に多いのが「失

敗したときのリスクが大きい」、50歳代では「失敗

したときのリスクが大きい」は 3番目です。

こうして性別、年齢別にみていくと、「自己資金

の不足」、あるいは「失敗したときのリスクが大き

い」といったことが、男女や多くの年齢層において

共通する、起業に踏み切れない大きな阻害要因とし

て考えられます。

そこで、自己資金が不足しているから開業できな

いことに関しては、①自己資金だけで開業すること

にこだわるべきなのか、またリスクが大きいことに
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関しては、②事業計画書を作成すればリスクを小さ

くすることができるのではないか、という 2つの問

題意識を設定し、どうすれば阻害要因を克服できる

か、ということを考えていきたいと思います（スラ

イド10）。

これらの問題意識は、公庫の融資先を対象とする

調査では確認できません。なぜならば、融資を受け

ていない人は調査対象ではないからです。また、

創業時の融資は事前に事業計画書を提出していただ

くのが前提になっており、公庫からお借りいただい

た人は事業計画書を作成されています。このため、

どのような人が事業計画書を作成しているのかにつ

いては確認できないからです。「起業と起業意識に

関する調査」にはそういう制約がなく、これらの問

題意識を確認するのにふさわしい調査だといえます。

開業費用の準備状況と事業計画書の作成状況
起業家について、まず開業費用の準備状況をみて

いきます（スライド11）。100万円未満が56.3％で、

多くの人が少額で開業しています。

次に、開業費用を十分調達できたかどうか、満足

度をみたのがこちらのグラフです。起業家全体だ

と、希望どおり調達できた人が71.1％、多少の不足

があった人が21.8％、かなりの不足があった人が

7.0％になっています（スライド12）。開業費用別に

満足度をみると、開業費用が少ないからといって希

望どおり調達できた割合が少ないわけではないとい

う結果になっています。つまり、開業費用の少ない

起業家は、お金を十分に調達できなかったがために

開業費用を抑えざるを得なかったわけではなく、大

多数が、希望どおりの資金を調達できたと判断でき

ます。

次に、開業費用別に自己資金の比率をみていきま

す（スライド13）。ご注目いただきたいのは、一番

右端で、100％、つまり自己資金だけで開業したと

いう項目です。ここをみていくと、開業費用が少な

いほど自己資金で調達した人の割合が高い結果に

なっています。自己資金と裏返しの関係になります

が、開業時に金融機関から借り入れをしたかどうか

を開業費用別にみていくと、開業費用の少ない人ほ

ど借り入れがない割合が高い（スライド14）。例え

ば、100万円未満で開業した人は、開業時に金融機

関から借り入れした人はいません。

次に、事業計画書の作成状況をみていきます（ス

ライド15）。起業家全体でみると、事業計画書を作

成した人は25.4％と、 4人に 3人は作成していない

結果になっています。これを従業者規模別にみてい

くと、規模が小さくなるほど作成していない割合が

高くなっています。また、金融機関からの借り入れ

別にみても、借り入れがないほうが作成していない

割合が高い結果となり、当然といえば当然の結果か

と思います。ただし、本人 1人だけで開業しても

16.9％の人が事業計画書を作成している、あるいは、

金融機関から借り入れをしなくても、21.6％の人が

事業計画書を作成している、ということにあわせて

ご注目ください。

事業計画書を作成しなかった人たちに対して、作

成しなかった理由を尋ねたのがこちらのグラフです

（スライド16）。 1番多いのが「事業の規模が小さ

い」、 2番目が「自己資金だけで開業した」という

項目です。事業の規模が小さいのであれば、事業内

容はそれほど複雑なものではありません。取引先も
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限られてきます。また、資金や人材をさほど必要と

しません。だからきちんと事業計画書を立てるまで

もない。あるいは、他人から資金を調達しないので

あれば、事業内容を説明する必要がないため、事業

計画書を作成しなかった、という考え方かと推察さ

れます。

ただ、ここで注意したいのは、規模が小さい、あ

るいは、自己資金だけで開業するからといって、事

業計画書を作成しないでいいのか、ということ（ス

ライド17）。実際に、 1人で開業しても、あるいは

金融機関からお金を借りなくても、ある程度の割合

の人が事業計画書を作成していました。つまり、規

模が小さくても事業計画書を作成する必要があった

起業家や、事業計画書は単に融資を受けるためだけ

のものではないと考える起業家は、一定割合存在す

るということです。

では、なぜ事業計画書を作成したのかです。一番

多い回答が「事業の内容や特徴を整理できた」。次

に、「自社の強み、弱みを整理できた」「欠けていた

視点に気づくことができた」。それから、「起業後、

見込み違いの点や修正すべき点にすぐに気がつくこ

とができた」。こうした回答を、事業計画書を作成

してよかったこととして、多くの人があげています

（スライド18）。

経営資源や、取引先の調達・確保に関してみると、

金融機関から、またはベンチャーキャピタルからの

資金調達、あるいは販売先の確保など、外部からお

金や取引先を確保することが事業計画書を作成した

理由としてあげる人は、それほど多くありません。

多くの方々は、事業内容をあらかじめ整理したり、

検討不足の項目や矛盾する項目があれば補ったり、

修正できたりすることをメリットとして考えていま

す。この結果、計画の完成度、熟度が高まり、開業

後のリスクが低下するのではないか、と推察されま

す（スライド19）。

こうしたメリットは、規模が小さくても、自己資

金だけで開業する場合でも、変わりがないのではな

いか。もしそうであるならば、事業計画書を作成し

た企業のほうが、開業直後の業績は良いはずです。

こうしたことを踏まえ、業績と開業準備との関係を

みていきましょう。

開業後の業績を左右する要因
業績を示す指標は次の 2つです。 1つは、事業が

現時点で軌道に乗ったかどうか。もう 1つが、現在

の売上が増加傾向か、横ばいか、減少傾向か。この

2つから業績をみていきます（スライド20）。

まず、事業が軌道に乗ったかどうか（スライド

21）。開業費用の調達に対する満足度別にみると、

希望どおりに調達できた人、多少の不足があった人

は、軌道に乗った割合が高いのに対して、かなりの

不足があった人は軌道に乗った割合が低くなってい

ます。また、事業計画書の作成状況についても、作

成した人のほうが明らかに業績がいい、という結果

になっています。一方、自己資金については、100％、

つまり全額を自己資金で開業した人が必ずしも業績

がいいというわけではありません。自己資金の多寡

と業績とは、あまり関係がないことがうかがえま

す。この傾向は、現在の売上状況からも同様にして

うかがえます（スライド22）。

なおここではクロス集計結果をご覧いただいてい

ますが、計量的な手法によって規模や開業費用をコ
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ントロールしても、満足度と事業計画書の作成状況

については業績に対して有意な関係があるものの、

自己資金比率については業績とあまり関係がないこ

とが確認できました。

以上の結果から、開業費用については全て自己資

金で開業費用を賄ったとしても、業績にはそれほど

良い影響も悪い影響も及ぼさない、むしろ重要なの

は、開業費用の調達額に対する満足度が高いほど、

明らかに業績が良いということ。つまり、開業費用

にいくらかけるのか、全て自己資金で調達するかよ

りも、希望どおりの適正な開業費用を不足なく調達

することが重要であることが、調査結果から判断で

きると思います（スライド23）。

よくある例は、店舗を構えて開業する場合、自己

資金不足から立地を変更して保証金の安いところに

すると、自己資金で賄えるようになるかもしれませ

んが、当初の想定より立地条件が悪いため、思いど

おりの売り上げがあがらない、というケースです。

事業計画の作成に関しては、事業計画書を作成す

ることが良い業績につながりやすいという結果に

なっています。事業計画書を作成しなかった人の多

くが、「規模が小さい」、あるいは「自己資金だけで

開業した」ことを作成しなかった理由にあげていま

すが、この認識は必ずしも適切ではありません。事

業計画書を作成した人がメリットとしてあげるよう

に、「開業前に事業内容などを整理、確認し、リス

クを低下させることができる」、その結果として、

良い業績につながるということです。事業計画書を

作成する本質は、リスクを低下させる点にあります。

まとめ
最初にご覧いただいたとおり、自己資金不足や失

敗時のリスクの大きさが、男女、あるいは多くの年

齢層で、起業に踏み切れない理由としてあげられて

いました（スライド24）。それに対して、調査結果

からは次のことが指摘できます（スライド25）。

まず、自己資金不足についてです。自己資金で全

ての費用を賄うことができれば、それに越したこと

はありません。しかし開業費用を自己資金だけで賄

うことができない場合、自己資金だけで開業するこ

とにこだわらないほうがいい、ということです。な

ぜならば、開業後の業績を左右するのは、自己資金

で開業したかどうかより、適正な開業費用を不足な

く調達しているかどうかということだからです。

従って、自己資金だけで開業することにこだわり、

自己資金に合わせて開業費用を必要以上に抑制する

より、資金調達先の幅を広げて、適正な開業費用を

不足なく調達するほうが開業後のリスクは小さくな

ります（スライド26）。

また、失敗したときのリスクが大きいことに関し

ては、リスクを抑える第一歩として、事業計画書を

作成することが重要です。事業内容や、強み、弱み

を整理したり、事業内容について「果たしてこれで

いいのか」ということを確認したりできる。事業計

画書を作成することで得られるこのようなメリット

は、失敗確率を低下させることにつながり、結果と

して開業後の業績にプラスの効果があります。

従って、必ずしも自己資金にこだわらず資金調達

先の幅を広げること、そして、事業計画書を作成し

てリスクを抑えること、この 2点をより多くの創業

希望者の方々に認識していただければと考えます。

以上で、開業前の課題の研究報告を終わります。

ご清聴いただきまして、まことにありがとうござい

ました。
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研究報告

「創業企業はどのような課題に直面するのか」
　　～開業後の課題①　新規開業企業の販路開拓～

日本政策金融公庫総合研究所 主任研究員　井上 考二

販路開拓の必要性と難しさ
総合研究所の井上です。私の報告では、開業後の

課題①、新規開業企業の販路開拓についてご紹介い

たします。

最初に、新規開業企業にとっての販路開拓につい

て簡単にご説明した後、具体的にどのような点が販

路開拓のポイントになるかについて、アンケート結

果の内容をもとにみていきたいと思います。

はじめに、新規開業への期待と現状についてです

が、現在、国の施策として、新規開業を増やそうと

いう取り組みが行われています。その理由は、雇用

の創出やイノベーション、持続的経済成長などの役

割への期待があげられます。ただ、皆さんご承知の

ように、開業率は低迷しており、起業を希望する人

の数も減少しています。

ここでご紹介しているのは、2014年版の中小企業

白書に掲載されているデータですが、最新の2012年

のデータでは、起業希望者の数は83.9万人と、20年

前、30年前と比べて約半分になっています（スライ

ド 2）。

経済の発展のためには新規開業の増加が重要です

が、現状ではなかなかそう簡単にはいかない。この

ため、ひとつひとつの新規開業企業について、経営

を維持・発展させる取り組みが重要になってきま

す。この経営を維持・発展させるにあたって重要に

なるのが、販路開拓になります（スライド 3）。

販路開拓は、まず顧客を獲得できます。売上は、

当然のことながら、顧客を獲得できなければ上がり

ません。また、販路開拓や顧客を獲得することに

よって、獲得した顧客から助言や支援を得たり、新

たな取引先を紹介してもらったりすることなどが期

待できます。

ただし、新規開業企業の多くが、販路開拓を課題

としてあげているのが現状です。当研究所が昨年実

施した新規開業実態調査では、約45％の回答者が、

開業時、あるいは現在、顧客・販路の開拓に苦労し

たと回答していました（スライド 4）。東京商工会

議所が実施した調査においても、約半数の50.9％が

販路開拓を課題にあげています。

なぜこれほどまでに、販路開拓に苦労するので

しょうか。もちろん、新規開業企業だけではなく、

既存の中小企業でも販路開拓は課題の 1つです。た

だ、新規開業企業の置かれている条件を考えます

と、既存の中小企業にはない不利な条件があるとい

えます（スライド 5）。

まず、提供しようとする財・サービス、企業その

ものが新しいということ。つまり、市場で認知して

もらうということが、新規開業企業の場合は難しい

ということです。

もう 1つが、小規模で保有する経営資源が限られ

るという特徴です。人的資源やお金など、経営資源

に制約があるため、思うようなマーケティング活動

ができないことにより、販路開拓も難しくなってし

まいます。
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取り組みや営業の実施状況
ただし、こうした条件がある中でも、新規開業企

業にもかかわらず販路を開拓している企業は存在し

ます。どのような企業か、アンケートの結果をもと

にみていきましょう（スライド 6）。

アンケートは、昨年、当研究所が実施した「新規

開業実態調査（特別調査）」です。当公庫の融資先

に対して調査票を送ったものです。対象は融資時点

で開業後 5年以内の企業で、 1万1,356社に送付し、

回収数は2,699社でした。

その中で、顧客の確保・獲得の状況について尋ね

ています（スライド 7）。ここで「確保」「獲得」と

いう 2つの用語を使っていますが、それらの内容に

大きな違いはありません。アンケートでは、開業時

と開業後、それぞれの段階での状況について尋ねて

おり、どちらの状況なのかを区別しやすくするた

め、 2つの言葉を使い分けています。「確保」は開

業時点の状況、「獲得」は開業後の状況です。

開業時の顧客確保の状況ですが、十分に確保して

いた割合は8.7％でした。開業後の状況では、順調

に獲得できている割合は34.6％でした。十分に確保

していた企業を「確保企業」、順調に獲得できてい

る企業を「獲得企業」と定義し、それ以外の企業を

「非確保企業」「非獲得企業」と定義したうえで、そ

れぞれの特徴を比較したものが、これからご説明す

る内容です（スライド 8）。

まず、開業前・開業時にどのような取り組みを実

施したのかについてみていきます（スライド 9）。

アンケートの中で、いくつかの取り組みを選択肢

としてあげていますが、一番注目していただきたい

のが、一番右端の「いずれの取り組みも実施してい

ない」割合です。開業前・開業時に何の取り組みも

実施していないという企業の割合は、「非確保企業」

よりも「確保企業」の方が高くなっていることがポ

イントです。

では、開業後の取り組みについてはどうでしょう

か。それぞれの取り組みで、それほど大きな違いが

ない結果になっています（スライド10）。

次に、営業についてみてみます。新規開業企業は

知り合いに対して、開業前・開業時、あるいは開業

後に営業を行うことがありますが、どのような知り

合いに営業したのかについてまとめました（スライ

ド11、12）。開業前・開業時は（スライド11）、左か

ら 2つめの項目である開業前に勤務していた企業の

取引先、その勤務者に対して確保企業が営業を行っ

た割合が高くなっています。ただ、それ以外の知り

合いについては、非確保企業の割合の方が高くなっ

ています。開業後の営業についてはどうかという

と、非獲得企業が若干高い結果になっています（ス

ライド12）。

開業時・開業後の取り組みをみると、取り組みを

実施したからといって、必ずしも顧客を確保・獲得

できるわけではないことがうかがえます（スライド

13）。また、営業も、開業時の元勤務先の取引先、

その勤務者については確保企業が高い結果でした

が、それ以外は、必ずしも確保企業、獲得企業が高

いわけではありません。

ただ、こうした取り組みや営業に意味がないのか

というと、必ずしもそうではありません。取り組み

を実施した企業について、効果があった企業の割

合、また、営業した企業について、顧客となった企

業の割合をみますと、確保企業と獲得企業の場合、
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やはり非確保企業や非獲得企業よりもその割合が高

くなっていました。

販路開拓において重要な要素
この点から、単に取り組みを実施するというよ

り、取り組みの成果に何かしら影響を与える要因が

あるのではないか、ということが考えられます（ス

ライド14）。では、その要因は何か。結論を先に申

し上げますと、斯業経験、ネットワークなどの開業

者のキャリア、また、事業内容や商品・サービスの

特徴が、取り組みの成果を左右する重要な要因に

なっているといえそうです。

まず、斯業経験の有無について表したのが、こち

らの図です（スライド15）。斯業経験とは、現在の

事業に関連する仕事をした経験のことで、斯業経験

がある割合をみますと、確保企業が非確保企業より

高くなっています。斯業経験年数の平均は、確保企

業が約16年で、非確保企業より長くなっています。

獲得企業の場合、平均年数は12.6年で、逆に非獲得

企業よりも短くなっています。つまり、斯業経験は、

特に開業時において重要な要素になっていることが

うかがえます。

次に、人的ネットワークに関する自信についてみ

てみます。これは回答者の主観になりますが、自信

があったかどうかを尋ねた結果を図に表しました

（スライド16）。

まず、確保企業の場合、「大いにあった」と回答

した割合が31.4％で、非確保企業の16.7％よりかな

り高い結果になっています。獲得企業でも、非獲得

企業より高くなっていますが、確保企業と比べると

それほど差はありません。

続いて、事業内容の新しい点についてみますと、

確保企業と非確保企業では大きな差はないことがう

かがえます（スライド17）。反対に、非獲得企業に

比べて、獲得企業は、事業内容の新しい点が「大い

にある」という回答割合が高くなっています。

商品・サービスの特徴では、確保企業、獲得企業、

いずれも「付加価値が高い」の割合が一番多くなっ

ています（スライド18）。非確保企業、非獲得企業

との差でみても、「付加価値が高い」の割合は高く

なっています。

加えて、この図でご注目いただきたいことが、上

から 3つ目、「価格が安い」という項目です。この

項目に関しては、確保企業、獲得企業ともに、非確

保企業、非獲得企業より割合が低くなっています。

また、「他社では扱っていない」という上から 4つ

めの項目も、非確保企業より確保企業の割合が低い

という結果になっています。

まとめ
こうしたアンケートの結果をまとめますと、どう

いうことがいえるのでしょうか。最後のまとめとし

て、新規開業企業が行うべきことを 2点、あげます

（スライド19）。

1つめは、販路を開拓するには、顧客に信用され

る存在になること、魅力的な商品・サービスを提供

することなどが必要ということです。営業努力や宣

伝の取り組みを熱心に行っても、そもそも信用され

る存在か、魅力的な商品・サービスか、といったポ

イントが欠けていると、営業や取り組みを行っても

意味がないのではないかと思います。

2つめは、新規性のある事業は、開業時に顧客を
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確保しにくいため、軌道に乗るまで経営を維持でき

る体制を整えておくことが求められるということで

す。開業時は、新規顧客の獲得が難しいことから、

開業後、顧客を獲得するまで事業を継続していく運

転資金を十分に用意しておく、新規性のない事業も

同時に行う。こうした体制を整え、キャッシュフ

ローを確保する取り組みが必要です。

新規開業企業の販路開拓は難しいですが、本日の

シンポジウムの内容を参考に、一社でも多くの新規

開業企業が、経営を維持・発展させていただければ

と願っています。

以上で、開業後の課題①の研究報告を終わりま

す。ご清聴いただきまして、どうもありがとうござ

いました。
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研究報告

「創業企業はどのような課題に直面するのか」
　　～開業後の課題②　業績によって異なる課題～

日本政策金融公庫総合研究所 研究員　藤田 一郎

新規開業パネル調査の概要
総合研究所の藤田です。私からは開業後の課題

②、業績によって異なる課題というタイトルでご報

告いたします。具体的には、実際に創業した企業が、

その後どんな課題に直面するのかについて、業績の

推移を切り口にみていきます。

報告の構成は①から⑥です（スライド 2）。前半

は業績、後半は経営課題についてご報告します。

最初に、新規開業パネル調査の概要を確認します

（スライド 3）。先ほど村上からも説明がありました

が、本調査は2011年に開業した企業に毎年年末時点

の経営状況を回答していただくという、追跡調査で

す。これまでに 4回のアンケートを完了しており、

第 5回は、今年の12月末時点の状況を来年 1月に回

答いただく予定です。

今回の報告では、第 1回から第 4回の月商、売上

を全て回答した企業755社を分析の対象としていま

す。中には、アンケートに回答いただいていない企

業や、アンケート回答途中にやむなく廃業した企業

もあります。本来であれば、そうした企業も含めて

分析するのが望ましいのですが、今回は割愛し、現

在も事業を継続し、各時点の調査に全て回答してく

ださった企業を分析の対象にしています。

なお、新規開業パネル調査は、当公庫が長く取り

組んできた調査の 1つで、慶應義塾大学の樋口美雄

先生からご指導をいただきながら実施しています。

分析対象の属性として、まず業種をみてみます

（スライド 4）。一番多いのが美容院などの「サービ

ス業」が29.4％となっています。続いて、「医療・福

祉」が20.1％で、デイサービスや介護施設、歯科医院

が多くみられます。次にラーメン店や居酒屋といっ

た「飲食店・宿泊業」が16％前後となっています。

組織形態は、個人経営が約 7割、会社形態が約 

3 割です。

経営者の性別は、男性が 8割超、女性は 2割弱と、

男性が圧倒的に多くなっています（スライド 5）。

開業時点の年齢は、平均41.5歳でした。

業績の推移
次に、開業した企業の従業者数の推移を時系列で

みていきましょう（スライド 6）。まず、開業時の

平均は3.6人。これは経営者本人も含めた数字です

が、順調に増加しており、2014年末時点では6.7人と、

3.1人増えています。先ほど井上から、新規開業を

支援する目的のひとつが「雇用の創出」とありまし

たが、まさに「雇用の創出」が行われていることが

グラフからうかがえます。

続いて、経営者の 1日当たりの就業時間はどれく

らいなのかをみてみましょう（スライド 7）。通常

こうしたデータは、なかなかみる機会がないので、

ご紹介させていただきます。グレーで網かけをして

いるのが開業直前の就業時間の平均で、584.6分で

した。そこから、開業して 1年目の年末は平均で

603.1分となっています。就業時間は多少増加傾向
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です。ところが、年を追うごとに働く時間は短くな

り、2014年末時点では開業前と同じくらいになって

います。ただし、回答にはばらつきがあり、中には

「 1日18時間働いている」という回答もあります。

おそらく就寝時間以外は仕事という状態を表現され

たのだと思います。

続いて、開業に対する自己評価です。まず、総合

的な満足度ですが、オレンジ色が「満足している」、

ブルーが「不満」を表しています（スライド 8）。

7割前後が「開業してよかった」と感じている結果

になりました。特に、仕事のやりがいについて「大

いに満足」の回答が 4割弱となっていて「やや満足」

も含めると、 8割以上が「開業してよかった」と実

感しています（スライド 9）。

一方で収入面には不満もあるようです（スライド

10）。「収入に満足している」と回答した割合は 3割

に満たない結果となりました。「どちらともいえな

い」が 2割程度ですので、半数が「不満」というこ

とになります。ただし、私は決して悪いデータでは

ないと感じています。「収入を増やしたい」という

ことが事業拡大へのモチベーションになると考えら

れるからです。

次に、業績の推移をみてみましょう。冒頭で分析

対象を申し上げましたが、こちらのデータは現在も

事業を継続し、毎回の調査に回答してくださった会

社だけを分析対象としており、多少高目に結果が出

ている可能性がある点には注意が必要です。ただ、

それを差し引いても、開業から約 4年で 8割近くの

企業が黒字化に成功しています（スライド11）。 2割

近く、赤字の企業もありますが、第 1回の2011年末

から比べると、黒字企業が少しずつ増えていること

がうかがえます。

売上をみてみます。こちらの図は平均月商の推移

を示しており、赤い線が平均です（スライド12）。

開業時の 1年目、2011年末時点の平均は月商250万

円でしたが、第 4回、2014年末時点には414万円。

つまり、60％ほど増加しており、順調に成長してい

るという結果になりました。

ただ、紫色の線、第 3四分位という箇所に注目し

てください。これは、売上を並べて、トップ25％を

占める企業がどのくらいかを指し示した項目です

が、先ほどの赤い線と、この紫の線が、非常に似た

ような動きをしていることがポイントです。これは

何を表しているのかというと、一部の企業が平均を

押し上げているということです。データの真ん中を

示す中央値をみると、100万円から160万円で推移し

ており、平均値からは離れています。

では、この業績が、開業時の計画、理想と比較し

て、実際にどうだったのか。それをみたのがこちら

です（スライド13）。アンケートでは、開業時に「月

商がどれくらいになると思いますか」と尋ねており、

この予想月商と実際の月商を割り算したものです。

開業時点では予想月商を「達成できなかった」企

業の割合が50.3％、41.3％以上が「達成できた」と

みていただきたいのですが、最初は半数超が達成で

きていません。ところが、年を追うごとに「達成で

きた」が増えてきます。2014年末時点では28.1％と、

約 3割が開業時の予想を倍以上上回る月商を上げて

いる結果になっています。

そこで、赤線で囲んでいるように「200％以上」

達成、「150％以上～200％未満」達成、「100％以 

上～150％未満」達成、「100％未満」、つまり未達、
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という 4つの業績グループを作成し、それぞれの 

グループがどのような経営課題に直面しているかを

みていきます。

業績好調企業は人材面に課題
まず、全体の経営課題の変化を時系列で確認しま

しょう（スライド14）。各経営課題に対する回答割

合を棒グラフで示したものですが、色の濃さで時系

列の変化を示しています。

最初に、一番薄いブルーの棒グラフ、2011年末時

点のデータをご覧ください。もっとも多いのが「顧

客開拓・マーケティングがうまくいかない」です。

先ほど井上の報告でも、「顧客開拓、販路確保が大

事」とお伝えしましたが、この点に苦労されている

企業が多いという結果になっています。ただ、棒グ

ラフの色が濃くなるにつれ、すなわち年を追うごと

に割合は下がってくる傾向がみてとれます。

一方、赤く囲った 3つの項目、「必要な能力をもっ

た従業員を採用できない」「従業員数が不足してい

る」「従業員をうまく育成できていない」をご覧く

ださい。これらの項目は、年を追うごとに上昇して

いる傾向にあります。

これらの課題をさきほど示した業績のグループご

とにみていきましょう（スライド15）。白から、だん

だんオレンジが濃くなっていく棒グラフです。白が

「100％未満」の企業、そして一番濃いオレンジが

「200％以上達成」の企業です。データは2014年末時

点のものです。「200％以上達成」の企業では「従業

員数が不足している」、あるいは「必要な能力をもっ

た従業員を採用できない」という人材面に関する悩

みを抱えていることがうかがえます。つまり、せっ

かく成長しているのに、人材確保に関する課題がさ

らなる成長のネックになっているという可能性が、

こちらのグラフから推測されます。

実際に従業員の過不足について、「不足」「適正」

「過剰」の 3択で尋ねた項目をみていきます（スラ

イド16）。「200％以上達成」企業の37％が「正社員

が不足している」と回答しており、「過剰」の3.2％

を大きく上回っています。業績好調の企業において

は「人手が足りない」と感じている経営者が多いと

いう結果です。非正社員に関しても、やはり 3割近

くの企業が「人手が足りない」と回答しており、正

社員と同様の傾向がみてとれます。

新規開業企業はどのようなところから人材を獲得

しているのでしょうか。こちらのグラフは外部から

の採用比率の推移です（スライド17）。開業当初は

35.3％と少ないですが、年々その割合は上がってい

きます。2014年末の時点では74.7％と、採用者の多

くが「外部からの採用」です。

具体的な採用ルートをみたものがこちらの図です

（スライド18）。「公共職業安定所（ハローワーク）

のあっせん者」が最も多く、続いて「求人雑誌・チ

ラシの募集広告への応募」などとなっています。業

績の傾向ごとにみても違いはみられませんでした。

ハローワークは無料で登録ができて、手続きもそれ

ほど複雑ではないという利点があります。経営者の

「採用にかけるコストは極力抑えたい」という思い

が反映されているのではないかと考えられます。た

だし、ライバルもたくさんいますので、求職者の目

に留めてもらうための工夫が必要になりそうです。

また、正社員採用する人材を確保するだけではな

く、現在自社に勤務している非正社員、例えば、

パートやアルバイトの人材を正社員に登用すること

も選択肢の一つといえそうです。

「非正社員から正社員登用したことがあります

か」と尋ねた項目を業績ごとに示したのがこちらの

グラフです（スライド19）。業績好調企業ほど非正

社員の正社員登用を行っているようです。非正社員

から正社員に登用するにあたっては、社会保険料の

負担など、会社にとってはコスト増という面もあり

ますが、 1人でも多く即戦力を確保したいというこ

とがうかがえる結果です。
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また、採用してからの人材育成も、人材を確保す

るうえで重要でしょう。「正社員育成の取り組みと

して行っていること」を示したグラフがこちらです

（スライド20）。一番多いのが「責任ある仕事の委任」

となっています。こうした育成方法は新規開業企業

のならではともいえて、入社間もないころから第一

線で働いてもらい、その中で仕事を覚えるというこ

とです。その他、4番目の「経営者によるOJT」も、

経営者との距離が近いという、新規開業企業の魅力

といえるでしょう。ただ、最後のまとめでもご説明

しますが、こうした魅力は、求職者に伝わっていな

いのではないか、という印象もあります。

業績別に、正社員育成のための取り組みをみてい

きます（スライド21）。赤く囲った箇所にご注目く

ださい。業績好調の企業は、社内外での勉強会や研

修への派遣を積極的に行っています。あるいは、資

格取得のための情報提供や資格取得手当の支給、あ

るいは業務円滑化のためのマニュアル作成など、少

しでも従業員のモチベーションを高める、働きやす

い環境をつくる取り組みを行っているという結果が

出ています。

まとめ
ここまでの研究報告を踏まえ、まとめとして 5つ

のポイントをご紹介いたします（スライド22、23）。

1つ目は、開業に対する満足度は総じて高いので

すが、収入面には不満もみられること。 2つ目は、

業績は伸長しているものの、そのペースにばらつき

があること。 3つ目は、業績の達成度合いによって

直面する経営課題が異なること、 4つ目は、人材確

保に関して、戦略的な検討が必要であることです。

そして 5つ目は、正社員の育成においては外部資源

の活用も視野にいれるべきだということです。

3つ目に挙げたように、「業績が達成できていな

い」「予想を下回っている」企業は、顧客開拓やマー

ケティングに頭を悩ませています。一方で、徐々に

業績が軌道に乗ってきた企業は、人材確保という問

題に直面しています。創業前後の早い段階から将来

を見据えて、対策を検討していくことは事業をさら

に成長させるポイントといえるでしょう。

最後に、当研究所が以前よりご指導をいただいて

いる、早稲田大学の藪下史郎先生が最近出版された

著書「教養としてのマクロ経済学」の第 9章に、非

常に示唆に富んだコメントがあったので引用させて

いただきます。

「中小企業は、労働市場において不利な立場にあ

ることが多い。各企業の特徴や中小企業一般に関す

る情報が不足しているため、職を求める労働者が正

しく企業を評価していないことが多い」と、藪下先

生は指摘されています。新規開業企業ではこうした

情報の非対称性がより大きいと考えられます。両者

のギャップを埋めていくためには、自社の就労環境

に関する情報などを、様々な機会を活用して地道に

アピールすることも重要ではないでしょうか。

また今日のシンポジウムや、お手元の創業事例

集、調査月報などが、少しでも労働者と新規開業企

業の間に存在する情報の非対称性を緩和する手助け

となれば、それは、私どもにとって非常にありがた

いことだと考えています。

以上で、開業後の課題②の研究報告を終わりま

す。ご清聴ありがとうございました。
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総　　括

東洋大学経済学部教授　安田　武彦 氏

東洋大学経済学部の安田と申します。村上氏、

井上氏、藤田氏の報告について、簡単に総括をさせ

ていただきます。

本日は、非常に有意義な報告を 3本聞かせていた

だき、感謝いたします。私からは、今後、創業企業

の課題をどのように拡張していくのかについてお話

いたします。

先ほどの報告は、 1つ目が開業前の課題、 2つ目

が開業前後における販路の課題、 3つ目が開業後の

課題で、これらは、業績によって異なるという報告

でした（スライド 2）。

まず開業について、色々な研究が1990年代あたり

から行われています（スライド 3）。主に、起業予

備軍や起業家についての研究です。学術的にどのよ

うな人が起業家になるか、どのような人が起業家の

予備軍になるか、などが主として研究されてきまし

た。性別や年齢、小学校のときの成績、かなりイレ

ギュラーですが麻薬取引の経験があるなどの属性

と、起業や起業志望との関係を掘り下げています。

ただ、実は近年、こうした研究はやや下火という

現状があります。これはなぜか。「男性は開業しや

すい」に対し、「だからなんだっていうの？」とい

うようになってしまうためです。そのような中で、

本日の 3つの研究をみてみますと、まず村上氏の研

究に関して、どのようなところが新しいかという

と、「開業費用その他」「計画的準備」と開業との関

係を分析している点です（スライド 4）。これらは、

先ほどの性別や年齢などに比べ、「だからどうした」

となってしまう項目ではなく、操作可能変数であ

り、「こういうことに気をつけたらいい」という、

起業してから少しでも成功できるような示唆をもた

らす研究を行っていることが特徴です。

また、井上氏の研究は、販路開拓に関して、開業

前、開業後に分けて研究していることが、非常に興

味深いと感じています。

3つめの藤田氏の研究は、新規開業企業のパネル

データを用いていることです（スライド 5）。これ

は総合研究所の 1つの成果であり、このデータを使

用し、開業後の課題の推移をみていくという点が非

常に斬新でした。

では、今後の検討課題はというと（スライド 6）、

まず、村上氏の研究で非常に興味深いと感じたこと

は、「100万円以下の資金で開業した企業が少なくな

い」ということです。そのうち、 2割以上が、資金

不足に陥っています。それにも関わらず、借り入れ

は行っていません。これはどういうことでしょう

か。資金不足のまま開業する企業が存在するという

ことで、実際に、資金調達の満足度と業績の関係を

みると、あまり適切ではない形での開業といえます。

日本政策金融公庫は小規模企業を非常に重視し、

融資などを行っており、守備範囲であるということ

を打ち出しています（スライド 7）。ところが、今

日のインターネット調査では、それよりも小さな企

業がかなりあり、さまざまな問題を抱えているよう
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に感じられます。例えば、フリーランスなど、あら

ゆる形態のものです。

こちらの図は、今年初めて出版した「小規模企業

白書」からの引用ですが、開業した企業は「専門・

技術サービス業」「情報通信業」などが多くみられ

ます（スライド 8）。もっと細かく職種でみていく

と、「建築設計」「投資」などさまざまです（スライ

ド 9）。

実は、我が家では家庭教師をお願いしています。

彼は、普段は非常勤講師として大学で教えています

が、息子には物理やプログラミングなどを教えても

らっています。では、彼の本業はなにか。大学非常

勤講師も家庭教師も、本業ではないようです。実は、

UFO研究家としても有名なのですが、こうした業

種や職業はどこに分類されるのだろう、という印象

です。

その他にも、主業と副業をもち、かつ、副業を多

く行っている人もいます（スライド10）。こうした

人たちに対し、もし資金が不足しているなど問題が

あれば、どのような方法で解決していくかが課題に

なっていくと思います。

次に、「幼児期」の起業家を受け入れる社会経済

システムをみてみます（スライド11）。これについ

ては、販路開拓で井上氏からお話がありましたが、

販路開拓を行う新規企業を社会がどのように受け入

れていくのかという視点があります。実際に、多く

の起業家が感じているのは「うさん臭くみられてし

まう」という点です。例えば、大手企業で営業部

門トップだった人が開業した途端、「○○株式会社

と付き合いをしていましたが、あなたは今違います

よね」といわれてしまう、などということがありま

す。こうした風潮をどう考えていくのか。現実にみて

いくと、日本の起業家への評価は非常に低いことが

わかります。

例として、GEMという世界的な起業家調査があ

ります。そのなかで、「あなたの国の多くの人たち

は、新しいビジネスを始めることが望ましい職業の

選択だと考えていますか」と質問し、起業に非常に

関係が近い人、あまり関係ない人と分けて、ズラリ

と国を並べました。日本はどこに位置するかという

と、実は、起業に関係ない人が非常に多いところに

です。しかも、起業と無関係の人で、会ったことも

なければ、自分に技能がないと思っている人ほど、

起業に対して非常に冷たい（スライド12）。現に、

フリーランスの意識をみていくと、日本における

「社会的評価」や、先ほどの藤田氏の研究報告であっ

た「収入」などについては、決して満足していない

ことがわかります（スライド13）。「やりがい」「裁

量の高さ」などに関しては満足していますので、こ

の 2つの点が問題になっているという印象です。起

業家やフリーランスを受け入れる側をどのようにし

ていくか、どのように考えていくかが、これからの

課題だと感じています。

最後に、 1つの例をあげて、総括を終わらせてい

ただきます。

旧ハプスブルク家の都、ウィーンがなぜ音楽の都

になったのか。ベートーベンやモーツァルトなど、

たまたま天才が次から次へと輩出されたのか。ま

た、パリでは19世紀、モネやマネ、ドラクロワなど、

偉人が輩出されました。たまたまその時期、なにか

異変が起こり、天才がたくさん出てきたのか。これ

は違うと考えています。つまり、社会が、こうした



第 1部　研究報告
総　　括

－ 61 －

天才たちを受け入れる風潮やネットワークなど、さま

ざまな仕組みが存在して、初めて音楽の都や芸術の

都が誕生したということです。

こうした点を踏まえ、日本では今後、どのように

社会をつくっていくのか、という課題を考えていか

なければいけません。

以上で、私の全体的な総括とコメントを終わらせ

ていただきます。ご清聴どうもありがとうございま

した。
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パネルディスカッション

「直面した課題をいかに克服したのか
　　～創業企業事例集『起こす！ 50』掲載企業に学ぶ～」

パネリスト　　　　　　　　　一般社団法人すまいる　代表理事　伊藤　智佳子 氏
一般社団法人SAVE TAKATA　代表理事　佐々木　信秋 氏

株式会社ブリブサー　代表取締役　澁川　浩史 氏
コーディネーター 　　日本政策金融公庫総合研究所　主席研究員　村上　義昭 　

村上　ただいまから第 2部のパネルディスカッショ
ンを始めます。進行役を務める村上です。どうぞよ

ろしくお願いいたします。

第 2部のテーマは「直面した課題をいかに克服し

たのか～創業企業事例集『起こす！ 50』掲載企業

に学ぶ～」というテーマです。

創業企業は、創業前、創業直後、そして事業が軌

道に乗った後と、ステージごとに異なる課題に直面

するということを第 1部でご報告いたしました。そ

うした課題を創業者はどのように克服しているの

か。この点につきまして、第 2部では 3人のパネリ

ストの方々をお招きいたしまして具体的に考えたい

と思います。

今回お招きしたお三方は、皆さんのお手元にある

『起こす！ 50』という創業企業の事例集に収録され

た企業の創業者です。収録企業50社の中から、パネ

リストという形でご登壇いただいております。

事業内容の紹介
村上　まず自己紹介を兼ねましてパネリストの皆さ
んに、現在の事業内容についてご紹介いただきたい

と思います。

最初は、一般社団法人すまいるの伊藤智佳子代表

理事です。『起こす！ 50』の96ページに掲載されて

おります。伊藤さんはNPO法人障がい者支援の会

すまいるの理事長も務めていらっしゃいます。では、

よろしくお願いいたします。

伊藤　皆さま、こんにちは。熊本からまいりました
伊藤智佳子と申します。

私は2010年に NPO法人を設立しまして、障がい

者の支援施設を営んでおります。冒頭の写真は、ス

タッフみんなで一致団結というようなイメージで

撮った写真です（スライド 1）。

法人の概要を申し上げます。NPO法人障がい者

支援の会すまいるは、生活訓練・就労移行支援事業

という 2つの事業を行っております（スライド 2）。

就労移行支援事業というのは、障がいをおもちの

村上義昭　主席研究員
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方たちを一般就労につなげていく事業です。生活訓

練は、例えば、初めて障がいをもたれた方が、企業

への就職訓練をする前に家から一歩出ようとか、再

度社会のルールの中で生活リズムを立て直そうと

いったようなことをして、それから就職の訓練を行

うという事業です。

もう 1つの法人、一般社団法人すまいるは、就労

継続支援Ａ型・Ｂ型ということで、当法人が障がい

者の方と雇用関係を結び、就労支援をしていくＡ型

と、一般就労につなげられなかった方たちに働く場

を提供する就労継続支援Ｂ型という事業内容です。

働きたい思いというのは、障がいがあってもなく

ても、皆同じようにもっております。障がいがある

から働きたくないという方はごく一部で、障がいを

おもちの方の働きたいという思いを実現する支援を

行っているというのが事業内容の柱です（スライド3）。

就労移行支援事業では、設立 5年目で、87.5％と

いう就職率を実現しています（スライド 4）。就職

を達成した人の数だけ、とても大きな喜びと達成感

を味わっています。2010年に施設を設立して初めて

一般就労につながったのは、年が明けて2011年でし

た。第 1号の就職者が出たときの喜びというのは例

えようのないものでした。

この就労移行支援事業というのは、 1人の方が

一生の間に 2年しか受けられないサービスです。就

職がかなわなかった方たちに、私どもが仕事の場を

つくってあげたいということで、2012年に一般社団

法人すまいるを設立し、弁当製造販売事業にチャレ

ンジいたしました（スライド 5）。

この写真では、厨房の中で障がいをもったご利用

者の方がお弁当の仕込み作業をしておられます（ス

ライド 6）。調理のほうは調理師の方であるとか、

健常者のパートの方がなさるのですが、翌日のお弁

当の仕込み作業として、野菜の洗浄や皮むき、キャ

ベツのスライスやエビのパン粉づけ、ササミを切っ

てササミフライの準備をしていたり、ニンジンのス

ライスをしていたり。それぞれの障がい特性と能力

に合わせて作業内容を細分化し、皆さんに仕事をし

ていただいております。

ただいま自社店舗を 7店舗展開しておりまして、

毎日1,200食から1,300食のお弁当をつくっていると

いう状況です（スライド 7）。

障がいがあってもなくても、みんなが等しく幸せ

に生きていける世の中になる日が来るようにと常々

思って事業を経営しております（スライド 8）。

村上　ありがとうございます。
厚生労働省の統計によりますと、就労移行支援事

業の就労率は全国平均25％ということです。伊藤さ

んのところでは、定員 8名のうち 7名が一般就労に

つながったということで、非常に就労率が高いとい

うことです。では、なぜ、伊藤さんのところの就職

率が高いのか。この点については、後ほど明らかに

していこうと思います。

続きまして、岩手県からお越しいただきました

一般社団法人 SAVE TAKATAの佐々木信秋代表   

理事です。『起こす！ 50』の10ページに掲載されて

います。では、よろしくお願いいたします。

佐々木　皆さん、こんにちは。岩手県陸前高田市か
らまいりました一般社団法人 SAVE TAKATAの

佐々木信秋と申します。岩手県陸前高田市で1982年

に生まれ、33歳になりました。今、一般社団法人

一般社団法人すまいる　伊藤智佳子　代表理事
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SAVE TAKATAの代表理事を務めております（ス

ライド10）。

これまでの経緯としては、中学生くらいのころか

ら、ぼんやりと起業を志しておりました。卒業後、

上京して、専門学校でプログラミングを学びまし

た。なぜか24歳でイベント会社を起業しました。そ

のときはフジロックフェスティバルやサマーソニッ

ク、ROCK IN JAPANなどの大型の野外フェスの

下請けの仕事をしておりました。

ただ、どうしても、ウェブやパソコンが大好きな

もので、そうした仕事をしたいと思い、26歳のとき

に辞任をし、その後、ウェブ会社の設立準備に入り、

28歳のときにウェブ会社を設立しました。そして

2011年 3 月、明日からウェブ会社でがんばろうと創

業パートナーとお酒を飲んでいた次の日に東日本大

震災があって、故郷が大きな被害を受けました。そ

こからボランティア活動を始めて、さまざまなご縁

をいただいて、一般社団法人を設立して現在に至っ

ています。

岩手県陸前高田市で、ビジネスで地域課題を解決

するという地域課題解決型事業、ソーシャルビジネ

スという仕事をしております（スライド11）。

「SAVE TAKATAは、挑戦の地『陸前高田』で、

日本の未来を創る地域づくりを目指します」という

理念を掲げております。東日本大震災で、陸前高田

は過疎化が20年進んだといわれております。その過

疎化が進んだ地域で課題解決をするということは、

日本中にある過疎化地域の答えにもなっていくので

はないかということで、この理念を掲げておりま

す。陸前高田を良くすることは、日本の未来につな

がる…そう信じて我々は活動をしております。

事業内容としては、農業、ICT（情報通信技術）、

若者、という 3つの事業を推進しております（スラ

イド12）。

農業に関しては、陸前高田市にある「米崎リンゴ」

というおいしいリンゴの生産、加工、販売、いわゆ

る 6次産業化の事業を地元の農家さんたちと一緒に

取り組んでおります。ただ、日本中の農業が抱える

課題と同様に、高齢化などもあり、担い手が不足し

ています。その担い手づくりとして、首都圏や岩手

県内外の若年無業者、いわゆるニート、ひきこもり

の人たちに対する自立支援として、就農体験を提供

するという活動をしています。自立の先に、陸前高田

に移住、定住したり、または就農者になっていただ

いたりすることを目指して活動しております。

ICTに関しては、これが、私がメーンで担当し

ているものですけれども、陸前高田市内でホーム

ページの制作やアプリの開発、陸前高田市の観光情

報を発信するポータルサイトの運営を行っておりま

す。スライド12の左下の写真は、隣の大船渡市で高

校生に対してプログラミング教室をしている写真です。

若者事業に関しては、首都圏の大学生と一緒に陸

前高田市の歴史、産業、文化の調査を行って冊子に

する活動をしております。

農業と ICTがビジネスに近く、若者事業のほう

はボランティア活動、市民活動に非常に近い形に

なっております。 3つの事業を通して、農業の活性

化や地域情報発信の強化、若者流入などを起こして

地域課題の解決を図っていきたいと考えております。

一般社団法人SAVE TAKATAは2011年 3月12日、

任意団体として設立しました（スライド13）。 3ヵ月

後の 6月13日に法人化をして、役員は理事 3名、

職員 8名、ボランティア40名で運営しております。

規模としては年間収入が4,400万円程度とまだま

だ小さいのですが、これから少しずつ事業拡大を

行っていこうと思っております。拠点に関しては、

陸前高田市に本店がありまして、仮設商店街の中に

事務所があります。東京には渋谷に小さなマンション

を借りて支店という形でオフィスを構えております。

村上　ありがとうございました。
SAVE TAKATAは大震災を機に設立された組

織を母体としております。ですから、創業といって
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も突然の創業だったわけですね。そのために創業直

後はご苦労が結構多かったというように聞いており

ます。この点について、後ほどお伺いしたいと思っ

ております。

最後は、沖縄県からお越しいただいた株式会社ブ

リブサーの澁川浩史社長です。『起こす！ 50』の

104ページに掲載されております。沖縄振興開発金

融公庫からの推薦を受けて事例集にご登場いただき

ました。では、よろしくお願いいたします。

澁川　皆さま、ハイサイ、グスーヨー、チューウガ
ナビラ。株式会社ブリブサーの澁川と申します。

弊社は、スマートフォンのゲーム開発会社です

（スライド18）。沖縄県に事業所を置くゲーム会社

15社ほどと連携して、ゲームの開発や人材育成に取り

組んでおります。沖縄県に本社を置いて運営してい

る会社が弊社以外にほとんどなくて、多くは大企業

の子会社やスタジオです。沖縄が本社で企画、開発、

運営、デザインをみんな自社で手がけるという形で

スマートフォン向けのゲーム開発会社をやっており

ます。社内には、 3Ｄ、 2Ｄデザイナー、サウンド

まで全部一通りできる形でスタッフをそろえています。

ゲーム事業には 2種類あります。 1つは東京の大

きいゲーム会社の受託開発で、開発費をいただいて

つくる事業。もう 1つは、自社サービスとして、自

社がパブリッシングしてゲームを出すという事業と

両方行っております。

特徴としましては、2012年ころ、モバゲー、グリー

株式会社などではガラケーのブラウザゲームが主流

を占めていましたが、そのころから弊社は既にネイ

ティブアプリ、スマートフォンアプリゲーム開発に

舵を切っていたことがあげられます。その中で

Unity というゲームエンジンが今では主流になって

いますが、これを2012年から取り入れました。また

最新だと PlayStation 4 などで使うべきハイクオリ

ティーのゲームエンジン、UNREAL ENGINE をス

マートフォンに導入し、この夏から 2件ほどゲーム

をリリースするなど、スマートフォンに限定して新

たなチャレンジを行っております。

もう 1つ、沖縄県の特徴として、やはり行政との

連携がかなり盛んな地域で、弊社も起業時から、沖

縄県との産官連携をかなり大きくやらせていただい

ております。お二方と比べて、ゲームという世の中

に何の役にも立たないことをやっているのではない

かというところでずっと悩みを抱えておりました。

ただ、弊社はゲームというもので「外貨」をとろう、

沖縄の地域経済に貢献しようという理念を掲げてお

ります。

私は先ほど、みせかけの方言を使ったのですけれ

ども、実は移住して 8年、生まれは東京です。沖縄

の方がいらっしゃるとちょっと恥ずかしいのですが。

また、沖縄の場合、普通に採用活動をしてもなか

なかうまくいかないので、高校や大学とかなり連携

したり、新規開発で学生を巻き込んだりというとこ

ろをテーマにしておりまして、そこはかなり差別化

されているところかと考えております。

沖縄といえば観光業がメーンでして、それに次ぐ

2番目の産業は ITらしいのですけれども、冬に観

光客が来ないのを何とかしなくてはというテーマが

あり、その中でアニメなどのゲームを使い、アニメ

やゲームの聖地巡礼などを沖縄出身の声優を呼んで

イベントをやったら韓国からもお客様が来たなど、

一般社団法人SAVE TAKATA　佐々木信秋　代表理事
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ゲームコンテンツを交えての地域振興というところ

にも力を入れ始めております。

村上　ありがとうございます。
社名はブリブザーではなくて、ブリブサーなので

すね。

澁川　そうです。
村上　その由来をご説明いただけますか。
澁川　沖縄というのは、日本が鎖国した時代から中
国など海外に行く人も多い。島ではあるのですが、

島にひきこもっていなくて、黒糖とか琉球がすりを

沖縄にもたらせた儀間真常さんという先人がいるの

ですけれども、そういった方を見習って、県外に出

て持って帰る。一度県外に出て、いろいろな最先端

の情報やマーケティングなどを得てから地元に貢献

しようということを理念に掲げ、儀間真常がもって

きた「琉球がすり」の模様がブリブサーという模様、

星の群れになっていますので、そこからつけさせて

いただいた社名です。

村上　つまり、社名に込めた思いというのは、外の
光で明るくしてもらうのではなく、自分たちがみず

から輝きたいということなのだと思います。これ

は、本日のお話の中で、人材などのリソースは県外

に依存しないということにつながってくるのではな

いかと思います。それは後ほどまたお伺いしたいと

考えております。

では、第 1巡目で、皆さまの活動内容、事業内容

というのは大体ご理解いただけたと思います。障が

い者のための活動、被災地のための活動、そして

ゲームと、それぞれですけれども、共通していえる

のは、ある特定の会社の子会社であるとか、フラン

チャイズチェーンに加盟しているとかではなく、独

立した経営者であるということです。独立した経営

者であれば、その資金や人材などの経営資源は全て

自前で調達せざるを得なかった企業なのだというこ

とです。それだけに創業前から軌道に乗った現在ま

での間にさまざまな苦労をされたのではないかと思

います。

創業して一番短いのがブリブサーさんで 2年半。

一番長いのが、すまいるさんで 5年半経過してい

らっしゃいます。事業が軌道に乗り、成長しつつあ

るというステージではないかと思います。本日の

ディスカッションのテーマであるステージごとの課

題を語っていただくのにふさわしい方々だと考えて

おります。

創業のいきさつ
村上　それでは、 2巡目です。ここでは、創業のい
きさつをお伺いしたいと思います。順番は先ほどと

同じ伊藤さんからお願いします。伊藤さんはもとも

とキャリアカウンセラーとしてお勤めだったという

ことですが、なぜNPO法人障がい者支援の会すま

いるを設立して創業しようとされたのか、お話しい

ただけますでしょうか。

伊藤　私は障がい者に限ってではなくて、一般の皆
さまに対しての就職支援もしていました。その中

で、健常者の方は 2、 3ヵ所面接に行かれると、ほ

とんどの方が就職が決まって、私の前から去ってい

かれる。ですが、障がいをおもちの方を就職支援し

ているときに、「障がいがおありになるのですけれ

ども」ということで事業所の方にお電話をすると、

「うちは今、障がいをおもちの方を雇う余力はあり

株式会社ブリブサー　澁川浩史　代表取締役
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ません」とか「任せられるセクションがありません」

ということで、まず断られる。健常者の方と同じよ

うに面接の土俵に乗れないというところから始まり

ます。

障がい者求人を出しておられる企業の中でも、本

当に雇ってくださるところが実は少なかったので

す。半年間に20社近く受けて次々と面接に落ちてし

まう。「面接だめだったんです」と落ちるたびに自

信がなくなり、とても落ち込まれる。障がいがあっ

てもやはり、ずっとご家族にお世話になるわけには

いかない。そういった方たちに日々直面していく中

で、この方たちのために個別のプログラムを組ん

で、お一人お一人の就職支援に力を注ぎたいという

思いが出てきたので、そちらに特化して支援をして

いこうとしたのが創業のいきさつです。

村上　キャリアカウンセラーとして、もどかしい思
いを感じていらっしゃったということが大きな理由

だということですけれども、創業するという決断を

下す最後の一歩を踏み出すきっかけとなった悲しい

エピソードがあると聞いています。よろしければお

話しいただけますか。

伊藤　あるとき、熊本県の水俣市というところの生
まれ、育ちで、あるお一人の障がい者の方が亡くな

られたときにお通夜に行きました。その方は40歳代

でした。もう70歳を過ぎたお母様が泣いておられた

のですが、私がお声をかけたときに、熊本の言葉で、

「もうこれでよかったんです。私はこの子を残して

死ぬわけにはいかないと常々思っていたんです。こ

の子には兄弟もいるけれども、兄弟にこの子を背負

わせるわけにはいかない。みんな家庭をもっている

ので」と。常々そのことを心残りに思っていたので、

自分よりも先に亡くなってよかったという言葉を凜

としておっしゃったのですが、私も同じように子ど

もをもつ親として、これってないよなと思いました。

それまで、障がい者の就職がうまく進んでいかな

いことに悶々とはしておりましたが、脱サラをする

にしても資金が足りないとか、いろいろと悩んでい

ました。ですが、この一言によって、このまま起業

せずに、70歳とか80歳になって、あのときに障がい

者の支援に自分の人生をかけてみたいと思ったのに

やらなかったなと、後悔をして自分の人生を閉じた

くない、だから、やれるところまでやってみようと、

大きく背中を押された思いでした。

村上　そういう経験があったからこそ、障がい者の
自立を図ることが大事なのだということを目標にし

ようということなのですね。

伊藤　そうですね。そのとおりです。
村上　ただ、創業するというのは大きな決断です。
それだけに、創業される前はしっかりとした準備を

されたのでしょうか。

伊藤　キャリアカウンセラーがいきなり障がい者の
施設を立ち上げるのは少しむちゃな感じもいたしま

したので、退職後の 2年間、障がい者の支援施設の

支援員という仕事に就かせていただきました。 2年

間、毎日、障がい者の方々の中にどっぷり身をつけ

ることによって自分を試して、この仕事を生涯かけ

てできるのかという、自分の決意をもう一度確かめ

るために勤めさせていただきました。

村上　ありがとうございます。
創業を前に、同様のNPOで 2年間修業をされた

ということです。経験は短いかもしれませんが、創

業の準備としては十分な内容ではないかと思います。
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続きまして佐々木さんに伺います。SAVE 

TAKATAを設立するに至った経緯ですが、2011年

3 月10日から 3月11日、そして、その後、法人化す

る 6月までの動きについて、詳しく教えていただけ

ますでしょうか。

佐々木　先ほど申し上げたとおり、私の出身地であ
る岩手県陸前高田市は、2011年 3 月11日の東日本大

震災の津波で一番被害を受けた町です。私はそこの

高田町というところの生まれで、その津波がぎりぎ

り浸水した地域に住んでいたのです。実家の親は家

具づくりの職人です。東日本大震災では、そこの工

場が流されました。

当時、私はウェブ会社の設立をちょうど終えたと

ころで、明日から頑張っていこうとパートナーと飲

みながら語っていたところに地震が発生しました。

3月11日は東京もすごく揺れましたが、まさか自

分の故郷が津波でなくなるなどと夢にも思っていな

かったので、本当に正直「びっくりした」を通り越

して、「何なんだ、これは」という感じでおりました。

そのときに、まずは家族の安否確認を始めたので

す。特にボランティア活動をしようとか、NPO活

動をしようなどということは毛頭なくて、まず自分

の家族や、友達が生きているのかというところから

活動を始めました。その活動の中で、いろいろなご

縁をいただいたのです。例えば、物資を運ぶとか、

ボランティアで現地に行くとか、被災地を元気づけ

るためのイベントをしたりとかする方々と多くのご

縁をいただきまして、少しずつボランティア活動に

なっていくというのが、本当に震災直後の 1ヵ月か

2ヵ月くらいのことでした。当時 100名くらいの方

がかかわって動くような活動になっていきました。

2～ 3ヵ月すると、被災地のほうも少し落ちつい

てきて、私自身も今後この活動をどうしていくかと

いうところの岐路に立たされ、とても悩みました。

この活動をやめるか継続するかいうところですごく

悩んだのですが、当時のメンバーとも考えて、もと

もと過疎化していた地域でもありますし、ここでや

めないで、この町のために何ができるかわからない

けれども模索しようということで、地震の 3ヵ月後

に一般社団法人を登記したという流れです。

ただ、私自身、当時、ボランティア活動やNPO

活動を未経験だったため、今のボランティア活動を

どのように継続していくのか、そもそも、今の活動

が必要なのかというところに、正直、ずっと悩んで

いた期間が非常に長かったです。とはいえ、いろい

ろな人の応援のおかげで、今後の展開につながって

きておりますので、今はソーシャルビジネスを通し

て地域課題を解決しようというところを目指してい

ます。

村上　当然といえば当然ですけれども、震災という
予期していない突然の出来事で創業されたので、そ

のための事業計画や準備、あるいは事業のコンセプ

トなり理念なりがまだ何もない中での創業だったと

いうことですね。

佐々木　はい。
村上　佐々木さんにはこの後で、創業直後に直面し
た課題、とりわけ理念が明らかではなかったために

苦労したことなどについてもお話しいただきたいと

考えております。

続いて、澁川さんに伺います。ブリブサーの設立

も、佐々木さんと同様、突然だったというように聞

いているのですけれども、創業の経緯をお教えいた

だけますでしょうか。

澁川　そもそも、ブリブサーという会社をつくった
のが初めての創業ではなくて、26歳、12年前に会社

をつくって以来、失敗をしたりバイアウトを成功さ

せたり、何度か会社をつくってはいたのです。その

中で直前に、東京でインターネット広告代理店を仲

間とつくって運営していたのですが、インターネッ

ト広告代理店も、広告を右から左に裁くだけではな

くて、自社でウェブメディアをもっていないと生き

残れないということが課題となりました。そのとき
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沖縄の会社で、そういうメディア運営で成功してい

るところがあって、その会社がいろいろレクチャー

してくださる機会に恵まれました。そこで、沖縄営

業所を立ち上げ、その責任者として私がそこに行っ

て、その会社から学びました。その会社の沖縄のス

タッフはとても優秀で、売り上げもばんばん上げ

て、月給も100万円、 200万円とるような会社だった

のです。それをみて私は、沖縄営業所で、そのまま

事業をスタートさせてもらったのです。そうした

ら、沖縄営業所責任者時代に軌道に乗って、 4年程

度で従業員が130人くらい、年商も10億円くらいま

でになり、もっと沖縄主体でやっていきたい、とい

うような思いがむくむくと出てきて。──今はもう

仲直りしたのですが、当時は突発的な事件をきっか

けに退職してしまいました。創業の研究をされてい

る場で語るのはとても恥ずかしいのですが、創業の

きっかけは、突然のけんか別れということになり

ます。

村上　けんか別れで独立するのは、よくあるパター
ンだと思います。

1つお伺いしたいのですが、東京の法人の沖縄営

業所の所長ということでお勤めだったわけですよ

ね。そこでは、東京本社とはどういう関係にあった

のでしょうか。つまり、営業主体で半ば独立したよ

うな運営をしていたのか。それとも、本社の指示の

もとに動いていたのか。つまり、澁川さんご自身に、

所長とはいえ、経営者並みの裁量権があったかどう

かということですが。

澁川　そこはもう完全に自由にやらせていただい
て…。基本的に東京は物を売る、営業だけ東京。要

するに、ウェブメディアに載せる広告の売買を東京

で行って、沖縄では、それ以外の集客やサービス、

何をつくろうかなどと。ゲームも広告が載るからメ

ディアだよねと言い切ってゲームもつくったりしま

した。そこは本当に利益率だけみて、売り上げと利

益率のコミットだけできていれば自由にやらせても

らえる環境ではありました。

村上　ということは、名前は営業所長だったかもし
れませんけれども、実際には経営者とほぼ同じよう

なことをやっていらっしゃったということですね。

澁川　当時はそう思っていましたけれども、今思え
ば本社にもいろいろ世話になっていました。

創業直後に直面した課題
村上　では、次は 3巡目の質問です。創業直後に直
面した課題について伺いたいと思います。今度は、

澁川さんから順にお尋ねしたいと思います。

澁川さん、さっきの続きですが、けんか別れして、

その日のうちに創業を決断されたと。当然そうなれ

ば、事業計画も何もあったものではないと思うので

すが、創業直後、どのように取引先、売り上げを確

保できたのか。そのあたりから教えていただけます

でしょうか。

澁川　いろいろ申し上げにくいところもあるのです
が、私がやめると決断した瞬間、アプリをつくって

いたチームから何人かがついてきました。その日の

夜の飲み会とか、Facebook で辞めましたとシェア

した瞬間、起業するのを待っていたという声や、プ

ログラマーとか確保できているのだったら、場所も

仕事も用意するよという申し出をその日のうちに次

から次へといただきました。本当にスタート時の数

名のところの仕事の確保というのは、辞めた日の夜
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8 時の飲み会から決まったところがあって、正直、

あまり苦労はしていなかった部分も大きいです。

ただ、やはり事業計画がなくて、ゲームアプリを

つくりたいということだけは掲げていたのですが、

実際に数名でやっていくのかどうか。その先、どう

するか。数名で食えているところから先をどうする

かというところは正直全く考えていなかったところ

があって、そこをどうやって今後設計していくかを

辞めてから考えることになったのが苦労したところ

かもしれないです。

村上　先ほどのスライドでもご紹介がありましたけ
れども、沖縄県の補助事業を請けたというのがうま

く創業の時期にはまったということでしょうか。

澁川　そうですね、やめた時期に厚生労働省が当
時、失業者対策で全国に 1,000億円くらい予算をつ

けた補助事業があって、沖縄県にも20億円くらい予

算がついたはずです。失業者を雇用して起業する者

を支援するという案件を、ちょうど沖縄県が募集し

ていて、人を20人くらい雇うから支援してください

といって恐る恐る打診してみたところ、「いいん

じゃないの」と言われたのです。

公募事業は起業支援型という地方から起業すると

いうコンセプトで、弊社に合っているものでした。

25名を雇ってスタートすることになり、それで、前

社からついてきた数名のほかにいろいろな人たちを

雇う機会ができました。

村上　この事業によって、今おっしゃられたとおり
二十数名の人材を確保されたそうですが、ここで雇

用された人たちというのは、どういう人たちなので

しょうか。

澁川　沖縄に進出する企業も多いですが撤退する企
業も多いという状況がある中で、私は沖縄県でいろ

いろコミュニティーを築いてきたこともあって、

「あそこの大手ゲーム会社は撤退するよ」といった

話があると、私のところにすぐに情報が入ってきま

す。それでいろいろな会社の人材を吸収していきま

した。あと、営業所長のころから産学連携を手がけ

ていたので、つきあいのある大学の先生のツテで

「OBの○○がいるよ」というような情報がすぐに

入る環境もあって、そういう形で多くの従業員を確

保できたところがあります。

村上　結構埋もれていた人材もいらっしゃったので
はないでしょうか。

澁川　そうですね。沖縄県はゲームの専門学校は
あってもゲーム会社がないという状況が 7～ 8年前

にはあって、優秀な人材がゲーム会社で働けないと

いう状況があったり、沖縄では長男は家にいるべき

というような習慣が残っていたりすることから、

帰ってこなければいけない人も多く、そういうとこ

ろで採用のチャンスは結構多かったという感じがあ

ります。

村上　仕事の確保という点では、退職した日の夜
8時には仕事を確保できたということですが、結

局、これは勤めていたときのネットワークがあった

からということですよね。

澁川　そうですね。
村上　ゲームの制作では他社から請け負っている仕
事もあるとのことでしたが、そういう受注先も、や

はり勤めていたときのつながりがあったからでしょ

うか。

澁川　そこは結構苦労したところです。私のもとも
との前職はウェブメディア業でゲーム業界ではな

かったので、立ち上げの時期は、私自身もゲーム業

界のコネクションがなくて、その中で25人、30人を

動かすほどの大型案件となるとなかなか厳しいとい

う状況でした。立ち上げ 1年間分の人件費を先ほど

の補助金で手当てしていたので、この期間に少なく

とも育成をがっちりできたことと、実績として自社

の作品をどんどんつくっていけたということから、

相手先の企業からいろいろと仕事の話をいただいた

り、知人経由や、場合によっては営業代行的なこと

をしている方々に頼んだりして、案件を引っぱって
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きたりということを進めていました。

村上　澁川さんは突然の創業ですので、事業計画と
いう点では準備不足だったかもしれませんが、前職

時代に地元の同業者などとのネットワークも築いて

いらっしゃいましたし、あるいは、そもそも前職時

代には、ほぼ経営者としての経験をしていらっ

しゃったと。そういったことが売り上げの確保につ

ながり、あるいは創業直後の経営の安定につながっ

ていったのではないかと思います。

次にお伺いするのは佐々木さんです。創業経緯か

らやむを得ないのですけれども、事業計画を含めて

準備が余りできていなかったということです。その

ために創業直後、いろいろな苦労があったというこ

とですが、その点についてお話しいただけますか。

佐々木　私自身の創業は本当に突然のことで、何の
準備もない状態で、今もいろいろな支援者の方や企

業の方がかかわっているのですが、2011年はすごく

特殊な時期で、陸前高田市に本当に多様な方がたく

さん来る時期だったのです。当時、本当にボラン

ティアもNPOの経験もなく、かつ、法人を立ち上

げたはいいけれども、陸前高田に何かいいことをし

たいというような、ふわっとした集団の代表になっ

てしまったので、ものすごく困りました。もう理念

レベルで困りました。

以前、株式会社をイベント業で立ち上げたことも

あるので、そのときと、NPOとの違いがものすご

くあるなと思いました。株式会社というのは、一言

でいうと売り上げを上げればいいのです。悪いこと

をしない限り、売り上げを上げればいいという共通

認識があるから実はまとまりやすい面もあるし、速

度感もあると思います。しかし、NPOなどいわゆ

る非営利型の事業をしている組織で重要なのは、理

念やミッションなのです。そこに理念はあるのか、

ミッションがあるのかがすごく重要です。これまで

の 5年での苦労の 7割くらいは、そのような内部で

のいざこざなどといった人的な問題です。「それは

正しいのか」というようなところもあれば、その半

面、ボランティアの方々やコミットしている人たち

を継続して雇用するためのビジネス案を出せという

ようなところもあったり、さらには避難所運営とか

物資支援をどのようにビジネスモデルにするのかと

いうような無理難題があったりしました。

それらがなぜ解決されたかというと、本当にたっ

た 3つのことだったのです。

まず 1つは、何をしていいかわからなかったの

で、ただ座して死ぬよりも、動いて死のうとある時

期に思ったのです。このままいくと、この法人はな

くなるし、結局、今まで応援してくれた人に報告で

きないと思って、とにかく、やれることを全てやろ

うということで、事業、助成・補助の申請など、手

当たり次第、可能な限りチャレンジし、濃密なトラ

イアル・アンド・エラーができたというのが大き

かったです。そういった中で私自身も法人として

も、すごく組織体制ができ上がっていったというの

が正直あります。

2つ目は、たくさんの支援者の方や、企業の方々

が陸前高田市を訪れていたので、そういった方々か

らの応援・支援、それはお金も人材も物資もそうで

すし、あらゆるものを応援していただいたというの

が大きかったです。

3つ目は、やはり理念が固まったというのが大き

かったです。理念が固まれば、私自身も揺るぎない

信念をもって動けますし、やはり理念に沿って戦略

を出せたというのが大きかったかと思います。

村上　理念、戦略を立てる前の活動は、何もかも、
あらゆることを手がけていたと伺っています。

佐々木　そうですね。今は 3つの事業に絞ったので
すが、当時は、イベントのコーディネート、物資支

援、企業のアテンドなど、本当にたくさん行ってい

ました。

村上　たくさん仕事をしていても、では、そこから
どうやって、その活動をお金にかえていくかという
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ところがつながっていなかったのですか。

佐々木　はい。そこをつなげることがなかなかでき
なかったですね。

村上　では、創業初期のそういう状況に対して資金
の確保というのはどうなさったのでしょうか。

佐々木　当時大きかったのは、寄附や助成・補助で
す。今、その割合は、自社の独自事業による収益と、

寄附・補助が50：50になっていたのですけれども、

当時、95％くらいは寄附や助成・補助で賄っていた

かなと思います。

村上　そういう助成金を受けたことで資金的にも何
とか落ちつくことができたのですか。

佐々木　そうですね。
すみません、先ほどの 2つ目で重要なことがあり

ました。これは澁川さんとほぼ同じだと思うのです

が、その当時、企業やボランティアの方々が、

SAVE TAKATAということで応援してくれたと

いうのもあるのですけれども、ほかに、私が前職で

イベント会社やウェブ会社を立ち上げるときにずっ

とお世話になっていた人や関係者の方がものすごい

応援をしてくれたのです。私自身、ホームページを

作成できるので、ホームページ制作の案件を依頼し

てくれたり、寄附してくれたり、ジャンパーとか

買ってくれたり、そんな応援をすごくしてくれまし

た。そこは澁川さんと一緒かもしれないです。

村上　やはり、事業を始める前のつながりというの
は非常に大事だった、役に立ったということでしょ

うか。

佐々木　そうですね。かなり大きかったです。
村上　現在は自社の独自事業と助成金等の収入が
半々くらいだということですが、同様の活動をして

いらっしゃるところと比べて、自主事業の構成が相

対的に高いように思うのですけれども、これは何か

思いがあるのでしょうか。

佐々木　2011年 6 月に設立したときに、ボランティ
ア活動とか、いわゆる従来どおりのNPO法人の活

動では、なかなか地域課題が解決しないのではない

か、持続性がないのではないかということを感覚で

強く感じていたのです。50：50が一番いい比率では

ないかと考え、それを目指していたので、今期に関

してはかなり偶然のタイミングもあって達成できた

のですが、これからも、この50：50というのを維持

しながら事業を拡大していこうと決めています。

村上　ありがとうございます。
澁川さん、佐々木さんと、突然の創業ということ

で、創業直後ご苦労された点がありましたけれど

も、それに対して伊藤さんは、準備期間をある程度

設けられて創業していらっしゃいます。とはいえ、

全く苦労はなかったとは思われませんが、いかがで

しょうか。

伊藤　たくさん苦労はしました。澁川さんのとんと
ん拍子がうらやましく感じたくらいです。

まず苦労した点は、資金の調達です。私、50歳で

起業したのです。こういう施設を運営するには最低

でも 500万円の自己資金を持っていなさいよという

お話があります。私は、サラリーマン時代に自分の

老後のために貯めていたお金を600万円投資しまし

た。それでも追いつきませんでした。最初に立ち上

げたのはNPO法人でしたので、融資も受けられな

い状況でした。銀行にお願いに行っても、NPO法

人に貸した前例がないのですとおっしゃって、まず

資金難という大きな壁にぶつかりました。
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障がい者の施設をつくったからといって、すぐそ

こに10名、20名の利用者の方が集まってくるわけで

はありません。あそこに、すまいるという施設がで

きたと思っていても、障がいをお持ちの保護者の方

や家族の方でも、やはりちょっと遠巻きにみている

期間がありますので、最初に利用定員を20名で始め

たのですが、10名集まるのに、おおよそ10ヵ月を要

しました。私たちの事業というのは、お 1人の障が

い者の方を 1ヵ月で何日間支援したかということで

給付金収入だけを得ていくのですが、やはり利用者

の方が最初の 1 ヵ月はゼロです。どなたもいらっ

しゃらないということは、皆さまがいろいろご商売

をされても、 1ヵ月間、お客さんがゼロだったとい

うのと同じことです。 2 ヵ月目にお 1人来られて、

次の月にご夫婦 2人、障がいをおもちの方が来ら

れ、その人のお知り合いが来られというように、少

しずつ増えていったのですが、やはりその期間、ス

タッフを 5名雇って、私まで含め 6人のお給料を払

い続けていたところ、あっという間に600万という

お金はなくなりました。

通帳の残高が減っていくのはみていたのですが、

融資が受けられないということをまざまざと見せつ

けられ、最終的には自分の生命保険の年金部分を全

部取り崩して、そこからお金を調達しました。

村上　実は当時でも、日本公庫はNPO法人にご融
資することができましたので、その点、私どもの周

知不足があったのかもしれないと思います。

伊藤さんのお仕事の場合は、利用者を集めるため

には、障がい者の方々の就労体験や就職先を見つけ

ることも重要ではないかと思います。就職実績が上

がれば、おのずと利用希望者も増えるからです。だ

とすれば、そういう就労の体験先や就職先をいかに

見つけるのか ――。どのように見つけてこられた

のでしょうか。

伊藤　当初はいろいろな企業を飛び込みで訪問し
て、こういう施設を立ち上げておりますと、名刺や

施設のパンフレットをもって回ったのですが、なか

なか聞いてはいただけない状況でした。「そうね、

うちには機械がたくさんあるからね」とおっしゃ

る、その断り文句で、障がいをもっているというこ

とは、やみくもにみんなが機械とかに手を突っ込ん

だりすると思われているのかなと。障がいをもって

いるからといって、その機械を壊しにかかる人もい

ませんし、手を突っ込む人もいない。そういったこ

とをまず情報発信する必要があるなというのを痛感

したのです。

ちょうど設立 3ヵ月目に、地元の中小企業家同友

会に加入して活動を始めてから、いろいろな企業を

訪問し、直接、その会社の社長さん、トップの方と

お話ができて、障がい者の実習などを受け入れてい

ただきやすくなりました。そこから就職率が上がっ

ていきました。商工会議所にも所属し、まず企業に

私たちの活動を知ってもらうということから始めま

した。

村上　つまり、新しく、企業とのネットワークをつ
くっていこうとされたわけですね。

伊藤　そうですね。
村上　就職率を高めるために、就労移行支援のプロ
グラムでは、障がい者一人ひとりのオーダーメイド

の支援を行っているとのことですが、具体的にどの

ようなことを行っていらっしゃるのか、簡単にお教

えいただけますか。

伊藤　障がいがあるので、これができないよね、あ
れもできないよね、だったら就職できないよね、で

はなくて、その方のできる能力を引き出していく、

探していくということから始めたのです。それで、

企業に、お 1人ずつのお見合いをさせるような紹介

シートがあるのですが、この方のできること―集中

力がありますとか、飽きずに 1つのことを長く、短

期集中もそうですけれども、ずっと同じことをする

のが得意ですとか、それぞれの利用者の、障がいを

おもちの方のできるところをずっとご紹介します。
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その後に、配慮が必要なところ―こういったとこ

ろをちょっと配慮していただけると、皆さんと同じ

ように十分に働けるのですということで、できると

ころと、不足するスキルの部分を企業にもお話をし

ますし、施設の中でも不足するスキルを足していき

ながら、既におもちの能力にもう 1個足していくと

いうことで、できるところをみて、そこを伸ばして

いくということをずっと続けてきたことが、今やっ

と実り始めたかなというようには思っています。

村上　そういう足し算の発想というのは、キャリア
カウンセラーならではの発想でしょうか。

伊藤　そうですね。そもそも基本としては、ご自身
の強み、職業的な強み、働く上での強みの分析です。

それから、Ａという仕事につくには、このくらいの

ことができる必要があるということが 3つとか 5つ

とか探せます。 5つのうちの 3つができたら、あと

の 2つをどう足していこうか、どう伸ばしていこう

かということになります。全部できるようになると

は限りませんので、 5個のうちの 3つと半分くらい

できたとか、 4つできたら、あと 1個だけは企業の

方にご理解いただく、ここだけがちょっと不足しま

すというところを配慮していただけるように、キャ

リアカウンセリングの考え方をもとに企業に提案し

ました。

村上　なぜ伊藤さんのところは就職率が高いのかと
いうことですが、 1つは中小企業とのネットワーク

づくりを積極的に行われたということ、もう 1つ

は、キャリアカウンセラーとしての経験を生かし、

障がい者の一人ひとりに合わせたオーダーメイドの

訓練を行っていること。こういったことが高い就職

率の背景にあるのではないかと思います。

今、お三方のお話を伺って、 2点言えることがあ

ると思います。

1つは、前職での経験や能力を生かすということ

の重要性。もう 1つは、事前であれ、事後であれ、

人的ネットワークを構築することの重要性。前職の

経験を生かすだとか、ネットワークが重要だという

ことは第 1部で井上が報告したことともある程度重

なるのではないかと思います。

現在直面している課題
村上　創業直後の課題を乗り越えて事業が軌道に
乗ってくると、次はどういう課題に直面するのか。

現在、どのような課題に直面しているのかについて

お伺いしたいと思います。

まず伊藤さんに伺います。NPO法人を設立して

2年後に一般社団法人すまいるを立ち上げられたと

いうことですけれども、これはそもそもNPO法人

を立ち上げるときから、事業計画として想定してい

らっしゃると聞いております。それはなぜですか。

伊藤　一生に 2年という限られた支援期間のなか
で、もうすぐ 2年になろうかというころに就職が決

まらなかった利用者の方の不安そうな顔。 2年たっ

たけれども就職できず、この後、自分はどうしたら

いいのだろうというような不安を抱えておられま

す。そういう時期が来ることが想定できていました

ので、最初から、 2年たったら次のステップ、次の

ステージをつくろうというように準備を進めていた

ところです。

村上　ただ、お弁当の製造販売は畑違いの分野だと
思うのですが、それを行うためには、やはり準備を

入念にされたと伺っております。例えば、競合店の
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調査とか、市場調査とか。どういった調査をされた

のでしょう。

伊藤　まずは出店場所を探すところから始めるので
すが、私は、全て自社店舗で、 2坪半、10平方メー

トル以下くらいのコンテナハウスをレンタルで借り

て、空き地を探して、駐車場付きの店舗を設営して

います。お店は、こんな感じです（スライド 7右の

写真）。小さなコンテナハウスです。これは販売所

なので、売るだけです。工場は一括して菊池郡大津

町という阿蘇の麓の町にもっています。販売所の設

営に当たっては、交通量調査をしました。お店の前

の道路を 1時間に大体1,000台以上の交通量がない

ところには、いい場所が空いていても、すぐ諦める

ということにしています。営業時間は朝の 7時から

お昼の 1時までで、売り切ってしまえば閉店なので

すが、 7時から 1時までの 6時間の間、 1時間に

1,000台通ると全部で6,000台です。そのうちの2.5％、

150人くらい寄ってくださると、お弁当を 1個買う

人もいれば 2個買う人もいますので、1店舗で200個

売れるといいなと思って始めました。今、 7店舗で

1,300食ということは、目標に達していないお店も

もちろんあるのですが、そういった準備を行って開

店してきました。

加えて、お弁当の製造工場を営んでいた人に創業

当時から理事として加わっていただきました。専門

的なノウハウをもっている方に最初から一緒に加

わっていただいていたということです。

村上　もともとそういうことを計画していらっ
しゃったからこそ、そういった経験のある方に最初

から参加いただいたということですね。

伊藤　そうですね。最終目標は10店舗で2,000食販
売するというところを目指しています。

私がこのようにお弁当の事業で、やや注目いただ

くようになってから、いろいろな施設の方が、「自

分もお弁当の事業をしたいのですけれども」と見学

に来られます。その後実際に始めた方もいらっしゃ

るのですが、中には、家庭用冷蔵庫を 3台寄附して

いただいたので、それで始めようと思っていますと

おっしゃるところもあったのです。「何食つくる予

定ですか」と尋ねたら、「70食から100食くらいをつ

くって販売しようかと思っています」と。もちろん

そのようなやり方もあるのですが、 1日70食だと売

り上げがすごく少ないですよね。その売り上げの中

から障がい者の方へのお給料をお支払いするといっ

ても、本当に限られてきます。1ヵ月、一生懸命通所

してきて、お弁当の仕込みをして、3,000円くらい

しかお給料をもらわない障がい者の方も、現状とし

てはおられるわけです。

その中で、私は、利用者にできるだけお給料をた

くさん支払いたいという思いがありましたので、や

はり目標を10店舗、2,000食というところに掲げて、

準備のためにプロの方をお雇いするというような形

で準備を進めていたところです。

村上　10店舗になり、現在、NPO法人と一般社団
法人のほうで働いていらっしゃる方は全部で三十数

人ですよね。規模が大きくなってきておりますけれ

ども、そういった中で何か課題を感じていらっしゃ

ることはありますか。

伊藤　最初、 5名の従業員だったのが、今はパート
従業員を含めて35名くらいになってきました。利用

者の方もゼロから 1人、 2人と増えてきて、今60名

くらいです。60名とスタッフが35名というように

なってきますと、私の捉え方では 5年間で急成長し

たと思っているのです。やはり、全従業員と私の意

思疎通がきちんとできているのか、私の思いも伝

わっているのか、また、社員の思いも私が酌み上げ

ているのか。経営の仕事もどうしてもありますし、

利用者の方お一人お一人と毎日お話ができないので

すが、本当は支援の現場にいて、みんな一人一人に

毎日声をかけたい。けれども、それができなくなっ

てきているという意思疎通の空洞化が、私の考える

課題といいますか、もどかしさ、心配事の 1つに
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なってきています。

村上　ありがとうございます。
では、佐々木さんは現在どういった課題があると

お考えでしょうか。

佐々木　課題としては、シンプルに人材の確保で
す。おかげさまで理念も定まりましたし、いろいろ

なところ、それこそ国、県、市、企業などから連携

支援のお声がけはいただくようになりました。自社

事業の収益と補助も半々ずつという収入構造で、あ

る種、自分自身が目指していたソーシャルビジネス

のミニマムサイズみたいなものは、できているかな

というのは実感としてあります。しかし、正直なと

ころ、課題解決をすることと、それをビジネスとし

て継続することは異質なのです。私が思っているの

は、従来型のNPOの感覚、つまり困っている人と

か、大変な人を助けたいという気持ちと、そこにも

う 1つ、ある種、相反するビジネス的なセンス、つ

まり売り上げだ、利益だという考え、この 2つの感

覚を備えた人が、やはり当法人として、私の右腕と

して 1人いるかどうかということが、課題としてす

ごく感じているところではあります。

今、当法人の事業規模は年間収入が4,400万円程

度と、まだまだ小さいのですけれども、おそらく私

と今いる職員が頑張ったとしても、せいぜい

6,000万円とか8,000万円くらいが上限かなと思ってい

て、やはりそこからはブレークスルーする、事業規

模を大きくしたり、地域のソーシャルインパクトを

高めたりするためには、右腕ですね。それらを理解

して、私が調達してくる案件や予算を正確に執行して

くれるようなセカンドマンが要るなというのが、

まさに今の課題です。

村上　事務局長さんは右腕ではないのですか。
佐々木　事務局長が私と思いをともにしてくれては
いるのですが、 3事業をこれから分社する予定があ

りまして、事務局長が農業のほうの代表職に就いて

しまうので、ICTのほうの右腕が欲しいと考えて

います。

村上　では、澁川さんはいかがでしょうか。特にお
伺いしたいのは人材についてです。第 1部で藤田

が、事業が軌道に乗ると人材の確保、育成が重要に

なるということを申し上げました。人材に関して

は、ブリブサーでは非常にユニークな取り組み、大

学生、高校生を対象とした人材育成などを行ってい

らっしゃるということですが、その点を中心にお聞

かせいただけますでしょうか。

澁川　まず人材の確保ということでは正直あまり苦
労はしていないのですが、その理由としては、もと

もと前職（営業所長）のときに130名くらい沖縄で

雇用していたと。そういう意味の信頼感を学校から

いただいていることがまず 1つ。

ゲームの即戦力を育成している学校というのは沖

縄のどこにもありません。琉球大学にゲームを研究

している優れた先生がいらして、その人と一緒に

ゲームを研究する団体をつくろうということにな

り、それでNPO団体、IGDA（国際ゲーム開発者

協会）という世界的なゲームの団体の国内拠点とし

て、琉球大学に IGDA琉球大学という組織をつく

りました。その組織では、学生たちが自主的にゲー

ムの勉強会とか、何時間でゲームをつくろうという

ような勉強会やイベントを 1ヵ月に 1回くらい開催

する環境をつくりました。

さらにまた、私が一番力を入れている取り組みが

あります。地方はどこもそうだと思うのですが、経

済的な理由で大学に進学できない子というのがすご

く多い。工業高校、商業高校の生徒たちは早期に目

標を見つけている人が多くて、そういう生徒たちに

普通にプログラムやゲームのノウハウを教えれば、

進学できずに就職しなければならない場合は、そこ

で学んだノウハウを生かして就職してしまえばいい

のではと考えて始めた取り組みです。最初は、直接、

高校生に私たちが教えに行っていたのですが、やは

りレベル感に差があり過ぎて、当社の負担が大き
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い。そこで、琉球大学の学生に当社がアルバイト代

を払って、商業高校、工業高校に週 1回、ゲームの

プログラミングやデザインのデッサンなどを教えに

行かせる事業を始めることにしました。その結果、

弊社は大学生、高校生の両方にアプローチできるこ

とになり、IGDA琉球大学を中心に集まった大学生

に入社してもらったり、高校生からも週 1回の授業

の中で成長した生徒をそのまま高卒採用したりと、

進学できる生徒は琉大へ行くというように指導をし

ているのですが、進学できない生徒はそのまま働く

という形で、今年も高卒の新人を 2名採用しまし

た。基本的には、弊社に入る子の多くは、学生の最

終年度はもちろん、 1年生、 2年生のころから私と

個人的に知り合いだったりして、入社につながる形

です。

あともう 1つ、即戦力を採用する場合は、先ほど

のネットワークで沖縄のどこかが撤退したというよ

うな情報は大抵入ってきて、そういう意味で、変な

話、新規の採用では困っていないのですが、やはり

お二方のお話しや、先ほどの研究報告にも出てきた

2年間で30人以上増える組織の中で、やはり私の理

念とか目標とか評価とか、そういうところが可視化

されていなかったり、みんなに共有されていなかっ

たりする部分が大きくて、そこで、せっかくそのよ

うに入ってきた、とても優秀な人材に無駄な不安感

や苦労を与えているのが大きいなというのが、今

一番の課題かと思います。

村上　こういう取り組みを通じて、実際にブリブサー
に入社された学生の方は何人いらっしゃるのですか。

澁川　学生、新卒はほぼ全員そうですので、大体
10人くらいです。

村上　要は、ポテンシャルはあるのだけれども、そ
れがなかなか顕在化できない、埋もれている。そう

いった学生を発掘しようという取り組みだと考えて

よろしいのでしょうか。

澁川　そうですね。沖縄の子はシャイな子が多く

て、面接下手な子とかも多くて、ただ、プログラ

マーとかは、その辺はあまり関係ないので、イン

ターンなどのようにリラックスした環境で見ていっ

たりすると、実力を発揮してくれたりしますので、

そういうところでは発掘していく自信というのは結

構もっています。

今後の事業展開
村上　最後に今後の事業展開についてお伺いしたい
と思います。

まず伊藤さんに伺います。今後、どのような形で

事業を進めていこうとお考えでしょうか。

伊藤　まず就職支援のほうは、できるだけ今の就職
率をキープしていきたいと思っています。あと、お

弁当事業は先ほど申し上げたことと重複しますけれ

ども、店舗10店舗と、毎日2,000食の製造を目指し

ております。また、来春から夏にかけてになると思

いますが、グループホームの設立の準備をただいま

進めているところです。

村上　障がい者の方の自立という大きな目標がある
ということでしたが、お弁当事業では月額どれくら

いの賃金を支払えるようになるというのが目標で

しょうか。

伊藤　今、一番お給料をもらう方が、雇用関係を生
じていない方（就労継続支援Ｂ型）で 4時間勤務で

月に 5万円くらい。一番低い方、作業というよりも、

家を一歩出て、お仕事に来るというのを目指してお

られる方でも、全国平均の工賃を下回ることはない

というようになっています。

村上　それだけの工賃を得て、障がい者年金を合わ
せれば、何とかやっていけるといったことを考えて

いらっしゃるということですか。

伊藤　そうですね。
村上　伊藤さんは、最初、NPO法人で、就労移行
支援を手がけて、オーダーメイドの訓練で就職を支

援する。それでも企業に就職できない人には、就労
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継続支援Ｂ型という形で働く場をつくり、　さらに

就労継続支援Ａ型という、雇用契約に基づく就労の

場を自らつくり、そして来年春にはグループホーム

をつくるということです。日帰りで通所できない人

には、グループホームで受け入れようということで

すね。

伊藤　そうですね。地域外から、今、車で30分の地
域までは送迎車が全部で 8台走っておりますが、送

迎ができない地域からも希望者が出てきましたの

で、グループホームということで、私どもの施設の

近くに住んでいただいて、そこから施設へ働きに来

ていただくとか、就職訓練を受けてもらう。一般就

労が決まった方も、そのグループホームから通勤が

できるというような仕組みづくりを考えているとこ

ろです。

村上　このように伊藤さんの歩みを考えていきます
と、いってみれば段階的に提供するサービスを広げ

ていき、対象とする障がい者の方の幅を広げている

のではないかと思います。こういう段階を経る中

で、伊藤さんはご自身も経営者として学習してい

らっしゃるのではないかと私は思います。

次は佐々木さんから、今後の事業展開についてご

説明をお願いいたします。

佐々木　スクリーンにも映されているように（スラ
イド15）、ここ 2～ 3年で大きく変わる予定で、3つ

の事業をそれぞれ分社化する予定です。ボラン

ティア組織から始めて当初はいろいろなプロジェク

トを行ってきましたが、継続性や地域のニーズを考

えて、現在は 3つの事業に集約しています。おかげ

さまでそれぞれの活動で少しずつ、規模や参加者な

どが増えてきたので、それぞれの活動により注力を

していくために分社しようと思っています。

まず農業に関しては2017年 4 月にNPO法人を設

立して、事業を譲渡します。先ほども話に出た事務

局長が就農して、代表理事に就任することになって

います。私は理事として、予算調達や農業の ICT化

に取り組んでいく予定になっています。

ICT事業のほうは、こちらも2017年 4 月に SAVE 

TAKATAという社名を変更して ICT事業に特化

した社団法人になっていこうと思っています。

SAVE TAKATAは緊急支援のいきさつでつくっ

た法人ですが、今後は ICT事業に注力して、復興

の先を目指していきたいと考えてます。社名を変更

するのはそのためです。

若者事業に関しては、2016年 4 月にNPO法人を

設立して、今参加している大学生と一緒に、市民活

動として無理のない範囲で活動を続けていこうと

思っております。

今後、私は ICT事業に注力していきます。まだ

事業モデルを組み立てている最中ですが、大枠で考

えていることは、陸前高田市にウェブプログラマー

を増やしていきたいと思っています（スライド16）。

これは、私がもともとウェブが好きだということも

ありますし、あとは、地域にとってウェブの開発者

が増えることは、「外貨」の獲得や ICTリテラシー

の向上、底上げにもつながるので、このようなモデ

ルをやっていこうかなと思っています。今、いろい

ろなところを視察しながら検討しているのが、対象

者をどうするかです。若年無業者、ニート、ひきこ

もりの子たちにしていくのか、あるいは子育て中の

女性にしていくのかというところは悩みどころでは

あるのですけれども、今、そこを調査して、決めて
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いこうという段階にあります。

村上　ありがとうございます。
では、最後に澁川さんから、今後の事業展開につ

いてお願いいたします。

澁川　弊社の課題として人材の問題はないのです
が、キャッシュフローの問題が大きくなってきま

す。ゲームの案件の大型化がすごく進んでいまし

て、 1本のスマホゲームをつくるときの開発費が

1億円だ、 2億円だという形になってきています。

それを受託することで 1年間の売り上げは立つの

ですが、やはり毎月お金を回収できるわけではあり

ません。

その中で第 1部の研究報告でも指摘されていたよ

うに、一般的な事業を行って、キャッシュフローを

安定させることを考えています。今、ゲーム業界で

は勝ち組、負け組がはっきりして、勝ち組は社内の

精鋭部隊でどんどん大きいゲームをつくっていく。

その中でホームランが出なかったタイトルは外部に

運営を委託するという形で大手はゲームをつくって

いる。弊社からしてみると、月 1億円もの売り上げ

は大きいと思うのですが、大手にしてみれば、それ

は小さい、ヒット級だと。そういうゲームの運営を

弊社が請け負うので、それで運営費を毎月受け取る

というビジネスを始めたりしています。

さらに、今の弊社の中で、受託の比率は残念なが

らかなりの比重を占めていますので、自社サービス

に注力していくことで何とかしようとも考えていま

す。そこに力を入れるために、沖縄の先人に倣って、

来月、台湾にアプリをリリースしたり、中国の会社

に弊社のゲームのタイトルをライセンス提供したり

と、やはり沖縄を拠点にしたアジア進出に来年度か

ら力を入れていこうと考えております。

村上　ありがとうございます。
ブリブサーさんがこのお 3人の中では一番、創業

からの経過時間が短いのですが、 3年足らずで現在

30人以上ということで、結構雇用を生み出してい

らっしゃいます。ただ、注目すべきは、30人という

数も評価すべきだと思いますけれども、もっと評価

すべきなのはその質ではないかという気がいたしま

す。雇用の人数を生み出すだけでしたら、沖縄には

コールセンターもいっぱいあると思いますけれど

も、そうではなくて、澁川さんのところは、地元の

若い人たち、地元で埋もれている人材を発掘して育

てるというところが、より注目すべき点ではないか

と思います。

そもそもブリブサーという社名、沖縄でスタッフ

自身が自立して輝ける集団を目指すという思いが、

そういう活動につながり、徐々にそういったものが

実現しつつあるのではないかというように私は思い

ます。

会場からの質疑
村上　ここまでのディスカッションを通じまして、
パネリストのお三方が創業の各ステージで直面した

課題を克服しつつある、しかも、事業が成長してい

らっしゃるということをみてまいりました。最後

に、会場の皆さまから質問を 1つ、 2ついただきた

いと思います。質問のある方は挙手をお願いしま

す。どなたかいらっしゃいますでしょうか。後ろの

ほうの方、どうぞ。

会場　貴重なお話をありがとうございました。
佐々木さんにお伺いします。私が勤める自治体で
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もコミュニティービジネスの支援を今年度から考え

ておりまして、来月、シンポジウムを行います。

佐々木さんのお話の中で、収入の比率においては事

業収益が50％、寄附と補助金が50％というのが一番

いい比率というお話がありました。なぜ50：50と考

えているのか教えていただけますか。また、補助金

が毎年同じ団体に支給されるのは、なかなか難しい

と思うのですが、補助金と寄附のバランスが今のと

ころどのくらいになっているのか、もし差し支えな

ければお聞かせいただければと思います。

村上　佐々木さん、お願いします。
佐々木　ありがとうございます。
私、この社団法人を立ち上げる前は株式会社を経

営しておりまして、そのときに、売り上げを上げる

大変さであったり、創業したり、運営したりする大

変さ、──特にお金ですね、というのをすごく味

わってきました。今回、社団法人を設立して、収入

源の多様性、簡単にいうと補助、助成とか、寄附、

委託などと、通常の株式会社が調達できないものが

あるというのが、個人的にすごく衝撃的だったので

す。こういう事業のつくり方、進め方があるのだと。

そこで、なぜ50：50と考えているかというと、半分、

半分だとわかりやすいというのはもちろんあります

が、ではなぜ売上比率を60、70、80にしていかずに

50：50にしようかと思っているか。もちろん50％と

いう割合はどんどん増やしていく売り上げに対する

ものです。売り上げが8,000万円なのか、 1億円な

のか、 2億円なのかということですが、それは掲げ

ていく。ただ、助成・補助で調達するのがなぜ50％

なのか。それは、助成・補助で調達した資金で、新

しい事業や新しいビジネスに挑戦していきたいと

思っているからです。

通常の会社ですと、常に同じことをしているとい

うわけにはいかないですね。常に同じことをしてい

る会社は、やはりスケールが小さくなっていくと思

います。リスクが大きいのは、新しいことをする、

つまり新商品を開発すること、新サービスを実施す

ること、新しい地域を開拓することです。でも、そ

ういったリスクをとらなければいけない。そのリス

クを軽減するために、助成・補助や委託事業などを

活用しながらチャレンジしようと考えており、その

結果としての50：50の比率だということです。

次に、助成・補助と寄附の比率ですけれども、寄

附が今、10％くらいですかね。40％が助成・補助で

成り立っております。

会場　ありがとうございます。
村上　ほかに質問はございませんでしょうか。
会場　子ども向けのダンススタジオとエンターテイン
メントの会社を経営しています。澁川さんに質問で

す。大きな助成金を受けたという話がとても印象に

残っています。どうすれば助成を受けやすくなるの

か教えてください。よろしくお願いします。

澁川　例えば、こういう話は政治家の紹介が必要な
のかなとか、地元の有力者が必要なのかなと思いが

ちですが、正直、そうすると行政は嫌がります。ほ

かの県のことはわからないですけれども、沖縄県は

割と行政の方がオープンで、沖縄県庁の場合は普通

に電話すれば、「わかりました」と話を聞いてくれ

るところです。要するに沖縄県のいいところは、行

政と企業がすごく近いこと。だから、沖縄県だった

ら「じゃ、ちょっと聞いてみれば」と。それだけか

なと思います。

公募情報は行政のホームページをみるといろいろ

掲載されているので、その中で合いそうなものに出

してみるというのがポイントかと思います。あと

は、公募が出る前に事前に相談をしておくとかです

かね。

まとめ
村上　最後に、コーディネーターとしてまとめさせ
ていただきたいと思います。

3人のお話をお伺いしてまず感じることは、シンポ



第 7回日本公庫シンポジウム

－ 90 －

ジウムのテーマにあるように、創業企業は地域経済

や地域社会の活力を生み出しているということです。

それも、単に何人の雇用を生み出すという話ではな

くて、地域経済、社会の質的向上に役に立っている、

寄与しているのではないか。障がい者の就労支援、

被災地の課題解決はもちろんのこと、澁川さんの

ように地元の埋もれた人材を発掘することもまた、

経済や社会の質的な向上に寄与しているのではない

かと思います。事例集を後ほどご覧いただきますと、

創業企業の多くはそうなのだということはご理解い

ただけると思います。創業企業というのは、いわば

健全な地域の最小単位ではないかと感じました。

だからこそ、創業を社会全体で支援することが重要

なのだと。

ただ、創業を支援するとはいっても、難しいのは、

一律の支援では多分効果がない。直面する課題はさ

まざまですし、ステージごとにも課題というのは異

なってまいります。そういったことに対応した個別

の支援、あるいはステージごとに支援することが重

要だと思います。

そして、支援以上に重要なのは創業者自身なのだ

ということです。澁川さんは前職で経営者としての

経験を積み、ネットワークをつくっていた。佐々木

さんも、伊藤さんも、創業後に経営者として事業運

営の学習をしていらっしゃると思います。当たり前

かもしれませんが、経験、学習する能力、ネット

ワークをつくる、そういった創業者の能力が事業の

成否を大きく分けるのではないかと思います。

事前のアンケートによりますと、きょう会場にお

越しの方のうち、 3割くらいが創業希望ということ

です。あるいは創業支援を手がけていらっしゃる方

も多いかと思います。そういった方々に本日の研究

報告やディスカッションが少しでもお役に立つこと

ができればうれしく思います。それが、地域の明日

の活力につながっていくのではないかと思います。

そうなることを期待いたしまして、パネルディス

カッションを終わらせていただきます。

拙いコーディネートではございましたけれども、

何とか無事にディスカッションを終えることができ

ました。どうもありがとうございます。

最後に、パネリストの 3人の方々に大きな拍手を

お送りいただきたいと思います。どうもありがとう

ございました。
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『起こす！ 50』“ 地域を起こす創業企業 ”紹介

日本政策金融公庫特別参与　横山 典弘

創業融資を担当しております国民生活事業本部か

ら、何点かご紹介いたします。

1点目は、皆様のお手元にお配りした『起こす！

50』のご紹介です（スライド 2）。我々の現場職員

が年間 2万 6千件ほどの創業融資先の中から選定し

た50の事例を掲載した事例集です。各都道府県 1件

ずつ、大都市部は 2件、沖縄振興開発金融公庫のご

協力もいただいて選定しました。課題解決に関する

取り組みの面でも、業種、分野、創業者層や創業形

態などの面でも、さまざまな事例を幅広く掲載して

います。これらの事例を参考に創業の裾野が拡がる

ことを期待しています。

2点目は、27年度上半期の創業融資の実績です

（スライド 3）。冒頭の細川の挨拶にもあったよう

に、過去最高の水準であった昨年度の上半期と同水

準を維持しています。業種の構成では、外生的要因

により太陽光発電関連が大きく縮小しましたが、太

陽光発電関連以外の業種において 6～ 7％伸びまし

た。性別や年齢では、女性や若者の創業が増えてい

るという特徴がありました。

3点目に、我々の創業融資の取り組みをご紹介し

ます。政府の成長戦略や小規模事業基本法、地方創

生、最近では 1億総活躍など、さまざまな政策にお

ける共通項として創業があります。何よりも、創業

したいという皆様の課題解決に向けた熱い思いをサ

ポートしたいということで、公庫としては非常に力

を入れて取り組んでいるところです（スライド 4）。

スライドの一番上の枠の中に 4つほど特徴を挙げて

います。第 1に、創業には、創業前の段階から事業

安定に至るまで幅広いステージがあります。また、

株式会社やNPO法人など、多様な創業の形態に対

応しています。第 2に、創業の融資を相談いただく

過程では、事業計画のブラッシュアップに非常に力

を入れております。言うなれば「稼ぐ力」の向上に

もつながっていると自負しております。第 3に、商

工会議所、中小企業基盤整備機構、自治体、各地の

経済産業局、民間の金融機関など、さまざまな関係

機関との連携を図りながら、幅広い支援を行ってい

ます。第 4に、少子高齢化の中で創業を増やすこと

は難しい状況です。商業、サービス業の立地の場で

ある「まち」の活性化、遊休資産の活性化、個人保

証の見直しなどウイングの広い対応を行うことが重

要です。さらに、起業教育、起業スピリットの向上

なども重要です。そこで、 3年前から「高校生ビジ

ネスプラン・グランプリ」に取り組んでおります。
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本日お越しの慶應義塾大学の樋口先生にも審査員長

をしていただいております。

このように、国民生活事業本部としては、今後と

も総合研究所と連携しながら、創業融資及び支援の

拡充に努めていきたいと思っております。
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閉 会 挨 拶

日本政策金融公庫副総裁　皆川 博美

副総裁の皆川でございます。ひと言ご挨拶申し上

げたいと思います。

本日ご登壇いただきました皆様から、さまざまな

お話を頂戴しまして、私自身、多くのことを学ばせ

ていただきました。

第 1部では安田先生から、私どもの研究報告に対

しまして貴重なコメントを頂戴いたしました。あり

がとうございました。フリーランスなど小規模な起

業者や、起業家に対する社会の評価と受け入れな

ど、今後の課題に対するご指摘は、大変示唆に富む

ものに感じられました。

また、第 2部のパネルディスカッションでは、3社

の経営者の皆様からお話をお伺いできました。 

「障害者の就労の場の確立」という強い決意のもと、

資金調達や実習先の不足を乗り越えたすまいるの 

伊藤代表様。震災による準備不足の中でも、戦略に 

つながる経営理念の重要さをご指摘された SAVE 

TAKATAの佐々木代表様。失業者雇用に関する公

的支援や、地元の学校との連携を深めて業容を拡大

しておられるブリブサーの澁川社長様。それぞれの

経営者の方から、開業の前後、各段階における課題

を克服するための大きなヒントをいただいたように

感じております。ディスカッションに参加いただい

た皆様に、心から感謝申し上げたいと思います。　

ありがとうございました。

私ども日本政策金融公庫総合研究所は、中小企業

専門のシンクタンクとして、実際の企業との日常的

な接触によるフィールドワークを基本に、高いレベ

ルの研究水準を追求しております。その意味で、 

今回専門の先生、そして経営者の方々のご協力を 

得て、このようなシンポジウムで、広く皆様に成果

を発信できましたことを大変喜ばしく思っており 

ます。改めて皆様のご協力にお礼申し上げたいと存

じます。

最後になりますが、ご来場の皆様におかれまして

は、ご多忙の中お運びいただきまして、まことにあ

りがとうございました。今後も引き続き日本政策金

融公庫ならびに総合研究所に対し、ご指導ご鞭撻を

賜りますようお願い申し上げまして、閉会のご挨拶

とさせていただきます。ありがとうございました。
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伊藤 智佳子（いとう ちかこ）氏
NPO法人障がい者支援の会すまいる　理事長
一般社団法人すまいる　代表理事

1959年　熊本県水俣市生まれ
1999年　公的機関にてキャリアカウンセラーとして職業相談業務
　　　　求人開拓、就労支援業務に携わる
2010年　NPO法人障がい者支援の会すまいる　理事長
2011年　熊本県中小企業家同友会・障害者雇用支援委員長
2012年　一般社団法人すまいる　代表理事

佐々木 信秋（ささき のぶあき）氏
一般社団法人 SAVE TAKATA　代表理事
一般社団法人テレワーク 1000 復興協議会　理事
特定非営利活動法人三陸経済新聞編集委員会　理事

1982年　10月　岩手県陸前高田市生まれ
2006年　 4月　イベント業を個人業で開始
2007年　 3月　イベント業を株式会社にて登記、取締役に就任
2010年　12月　ICT業を LLPにて登記、代表に就任
2011年　 3月　SAVE TAKATAを任意団体で開始（ボランティア）
2011年　 6月　一般社団法人 SAVE TAKATAを登記、代表理事に就任

澁川 浩史（しぶかわ ひろふみ）氏
株式会社ブリブサー　代表取締役社長

1976年　東京都生まれ
　　　　都内の IT系広告代理店勤務を経て
2008年　株式会社 SEEC　入社
　　　　沖縄営業所長として那覇市に赴任
2013年　株式会社ブリブサー設立　代表取締役社長
2014年　一般社団法人沖縄ゲーム企業コンソーシアム　設立
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安田 武彦（やすだ たけひこ）氏
東洋大学経済学部教授
日本政策金融公庫総合研究所研究顧問

1983年　東京大学経済学部卒業
　　　　通商産業省（現・経済産業省）入省
1995年　米国スタンフォード大学アジアパシフィック研究センター客員研究員
1998年　信州大学経済学部助教授　
1999年　同　教授
2001年　中小企業庁調査室長
2004年　東洋大学経済学部教授（現職）
所属学会：日本ベンチャー学会、日本中小企業学会
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村上 義昭（むらかみ よしあき）
日本政策金融公庫総合研究所　主席研究員

1981年　京都大学経済学部卒業、国民金融公庫（現・日本政策金融公庫）入庫
1989年　同公庫調査部（現・総合研究所）
2000年　同公庫総合研究所　調査課長
2002年　同公庫総合研究所　上席主任研究員
2012年　内閣府経済社会総合研究所　上席主任研究官（兼任　大臣官房統計委員会担当室長）
2014年　日本政策金融公庫総合研究所　主席研究員（現職）

井上 考二（いのうえ こうじ）
日本政策金融公庫総合研究所　主任研究員

2000年　京都大学経済学部卒業、国民生活金融公庫（現・日本政策金融公庫）入庫
2003年　中小企業庁 事業環境部 企画課 調査室
2005年　同公庫総合研究所　研究員
2013年　日本政策金融公庫総合研究所　主任研究員（現職）

藤田 一郎（ふじた いちろう）
日本政策金融公庫総合研究所　研究員

2005年　慶應義塾大学経済学部卒業、国民生活金融公庫（現・日本政策金融公庫）入庫
2009年　日本経済研究センター
2010年　日本政策金融公庫総合研究所　研究員（現職）
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地域の活力を生みだす創業企業
～新規開業企業の成長と課題～

背厚：6mm


